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第１章   序論  

 

1 .1  研究の背景  

無 機 質 材 で あ る 外 壁 仕 上 タ イ ル は 高 い 耐 久 性 を 有 し て お り 建 築 物 の 仕

上材として多くの建物に使用されている。しかしながら、1989 年に北九州

市の公団住宅の最上階部の外壁タイルが落下し死傷者が 3 名の大事故が発

生した 1 )。この事故を期に外壁仕上タイルの安全性が問われるようになっ

た。その後もタイルの剥落による人身事故や物損事故の発生が多数報告さ

れている。また、近年は、地震力に加えて、大型台風などの大風力に伴う

外壁材の面的剥落が問題となっている。  

タイルの剥落の外力の一つは、地震力、風力などの面外の動的な引張荷

重と考えられる。既往の研究ではタイル剥落強度の評価は単数タイルの引

張試験によっている。しかしながら、浮きが複数枚生じているタイルの面

的な引張強度の評価は従来の一軸の引張試験ではアタッチメントの載荷面

積が大きくなるなど均一な載荷が難しい。また、実際に生じる加速度を伴

う動的な荷重を付与するためには振動試験、風圧試験など大掛かりな装置

が必要であり、部分的な浮きを生じた複数枚のタイルの剥離抵抗性を、各

種実験要因ごとに評価するためには面的試験体の動的な引張試験方法の確

立が必要である。また、剥落に至るまでの剥離性状の定量的な把握には、

浮きを生じた面的タイル全体の面外の変形性状の評価が必要であるが通常

の変位計での評価は難しい。さらに、浮きタイルの剥落にはモルタルなど

目地の強度が影響しているが目地の強度に着目している研究も見られない。 
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1 .2 研究の目的と方法  

本研究は、建物に多く用いられている外壁仕上タイルの剥離・剥落性状

に関し、浮きを生じたタイルを再現した試験体に対し、動的衝撃試験と面

外残留変位 R の計測から外壁仕上タイルの剥落性状を評価する方法を提案

し、剥離・剥落に及ぼすタイル目地の影響を明らかにするとともに、剥落

防止に有効な補修工法の提案を行うことを目的とする。  

また、剥落に要するエネルギー量についても推定する。本研究はタイル

と下地との間に一定面積の浮きを生じている場合を想定しており対象とす

る工法は限定しないが有機系接着剤を用いた直張り工法などを想定してい

る。なお本稿において、浮きとはタイルの裏面が下地材に未接着の状態、

剥離とはタイルが動的荷重 F により面外残留変位 R がある状態、剥落とは

タイルが面外に完全に剥がれた状態とする。  

ま た 解 析 に よ る 浮 き タ イ ル の 変 位 の 予 測 と 動 的 衝 撃 試 験 に よ る タ イ ル

の剥落性状の計測と有限要素法を用いた解析結果を考察・検討することに

より実際のタイルの剥落性状についての推定手法を提案する。  

 

1 .3 本論文の構成  

 本論文の構成と特徴について図 1-1 に示した。各章の概要について以下

にまとめる。  

第１章では、本研究の背景と目的、既往の研究について述べ本論文の構

成を示した。  

第２章では、動的衝撃試験による浮きタイル部付与エネルギーとタイル

面の剥離性状との関係を評価する手法を検討する。まず、落下衝撃試験機

により浮きタイル試験体に動的な面外変形を生じさせるとともに、ハイス

ピードカメラを用いた非接触加速度計測による最大加速度と浮きタイル部

付与エネルギーの評価を行う。また、衝撃試験後の浮きタイルの剥離性状

の評価方法として、剥離タイル面の面外塑性変形について３次元レーザー

反射光を用いて多数点評価する方法を検討し、浮きタイル部付与エネルギ

ーに対するタイル面の剥離性状を定量的に評価する方法を確立する。  

第３章では、浮きを生じたタイル試験体の動的衝撃試験による剥離性状
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を把握する。種々の条件により浮きを生じさせたタイル試験体に対して動

的衝撃試験を行い、浮きタイル部付与エネルギーとタイルの面の剥離性状

との関係を、目地部の塑性変形量、剥離が生じ始める降伏荷重、剥落が生

じるまでの塑性変形エネルギーなどにより評価する方法を提案する。実験

要因として、タイルの浮き面積６条件、劣化目地を想定し目地強度３条件

など設定し、それらがタイルの剥離性状に及ぼす影響を明らかにする。  

第４章では、浮きを生じたタイル試験体の剥離性状を数値解析によるシ

ミュレーションにより推定する方法を検討する。数値解析には FEM プロ

グラム FrontISTR2 )を用い、目地部の塑性変形とタイル面全面の変形を変

位増分手法により算出する方法を試みる。実験結果と解析結果との整合性

について検討する。  

第５章では、浮きタイル仕上に対する有効な補強方法の検討を行う。浮

きタイルを生じさせた試験体の補強方法として、タイル中央をアンカーピ

ンにより固定化するアンカーピン固定工法と、タイル全面を繊維補強面材

で補強するピンネット工法に着目し、それらの工法を施工した浮きを生じ

たタイル試験体について動的衝撃試験を行い、目地部の塑性変形量、剥離

が生じ始める降伏荷重、剥落が生じるまでの塑性変形エネルギーなどにつ

いて未補修試験体での実験結果との比較を行う。また数値解析によるシミ

ュレーションにより剥落抵抗性の評価を行なった。それらの結果に基づき、

浮きを生じたタイル面の有効な補修工法を提案する。  

第６章では、本研究で得られた研究成果を総括し、得られた知見を章ご

とにまとめるとともに、今後の課題について述べる。  
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1 .4 既往の研究  

タイル剥離に関する既往の研究として、小川ら 3 )は、図 1-2 に示すタイ

ル張工法の実仕様の縮小試験体を作製し、地震時を想定した静的水平力載

荷実験によって新築時の各種タイル張り工法による耐震安全性を検討して

いる。この研究においては、静的水平力載荷を採用しているが本研究にお

いては動的荷重 F を採用している点で異なっている。図 1-3 に剥離分布を

示す。  

 

図 1-2 タイル張り工法の種類  

 

 
図 1-3 試験体のひび割れ分布およびタイル仕上面のひび割れ及び  

剥離分布（層間変形角 1/250、■：剥離部分）  
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三谷ら 4 )は、ボックス型の鉄筋コンクリート造耐震壁に施工された従来

工法によるタイル張りと剥落防止対策を施したタイル張りの２種類の工法

を対象とし、３次元振動台を用いて水平一方向加振実験を行い、外壁タイ

ル張りの耐震性能について検討している。この研究においては新築時のタ

イル張り工法の耐震性能について検討したもので本研究における浮いた状

態にあるタイルについてではない。  

古賀ら 5 )は、タイルの剥離・剥落の原因の１つに図 1-4 に示すコンクリ

ート躯体と張付けモルタル間における面内方向に生じる剥離応力があり、

この剥離応力は部材を形成する材料の伸縮量の違いが原因で、コンクリー

ト躯体と張付けモルタル間に弾性のポリマーセメント系下地調整剤等を緩

衝材として使用したタイル直貼り工法に着目して剥離メカニズムの研究を

行っている。この研究においても新築時のタイル張工法の剥落に至る応力

を検討したもので浮いた状態にあるタイルについてではない。  

 

 

図 1-4 剥離応力と弾性モルタルによる応力緩和  

 

山田ら 6 )は、外壁タイル剥離評価を対象とした非破壊試験法について解

析的に検討を行い、弾性波法を適用した外壁タイルの剥離評価の可能性お

よび適用性について実験的および解析的検討を行い、検出波形の周波数特

性および低周波数領域における共進周波数の出現状況に着目することによ

って、タイルの剥離状況のある程度正確に評価できることを報告している。

この研究は、剥離を評価するうえでの非破壊試験方法の検討であり、浮き

の状態のタイルの剥落性状の評価とは異なる  

タイル剥落性状の解析手法に関する既往の研究として、高野ら 7 )は、タ

イル壁面の打撃音信号からマザーウェーブレットを設計し、解析に利用す
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る独自の手法を考案し、各種壁面状態を可視化した。実験では実タイル壁

面を模擬した試験用壁面を作成し、現実に近い状態を再現した。実験結果

よりウェーブレット解析を用いることで２種類のタイルの剥離状態を視覚

的に判別することが出来ることが確認されている。この研究は、可視化と

いう点においては本研究と同様であるが、浮きタイルの剥離状態を把握す

る手法であり目地モルタルに着目して剥落性状を把握しようとするもので

はない。図 1-5 に剥離状態のウェーブレット平面における可視化したもの

を示す。  

 

 

図 1-5 剥離状態のウェーブレット平面における可視化  
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渡部ら 8 )は、タイル剥離の原因として下地となるコンクリートとタイル

仕上間とのひずみ差から起こるという説より、コンクリートとタイルの温

度を測定することは、温度ひずみを推定するうえで非常に重要であると考

えタイル張りを施した壁模擬試験体を屋外に暴露し温度計測を行うことで

ひずみ差を推定した。この研究は、  

温度ひずみに着目してタイルの剥離の原因を検討しているが、本研究は

モルタル目地の弾性変形に着目しており異なるものである。  

岩瀬 9 )は、打撃による剥離タイルの検知方法の根拠である音色の違いの

原因である剥離タイルと非剥離タイルの振動特性そのものの相違を模擬剥

離タイルによる実験で調べ、明らかになった振動特性の大きな差異に着目

した検知方法を提示した。打撃による剥離タイルの検知については、現在

では一般的に用いられており、人為的に浮き状態にあるタイルの試験体を

作製した際の浮きの確認に用いている。  

稲葉ら 1 0 )は、力学モデルに立脚した剥離モデルを構築し、コンクリート

躯体とモルタルの界面近傍におけるタイルの剥離を対象とした解析手法を

提案している。この研究は、ひずみ追従性試験を用いており非線形のバネ

の特性を推定している点においては類似しているが、目地モルタルについ

ては検討されていない。  
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第２章  建築外壁材の動的衝撃試験方法の検討  

 

2.1 動的衝撃試験  

2.1.1 試験概要  

 動的衝撃試験により試験体に動的荷重 F をかけると、浮きを生じたタイ

ルが徐々に剥離し始め、最終的に剥落する。その剥離・剥落過程を図 2-1

に示す。その時の面外残留変位 R を計測し動的衝撃試験より求めた浮きタ

イル部付与エネルギー U と面外残留変位 R の関係を考察する。  

 

 

 

 

 

図 2-1 タイルの剥離・剥落過程  
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2.1.2 試験体  

 250×250×50（ mm）のコンクリート平板にタイル用弾性接着剤を用いて

45 角タイル（45×45 ㎜、厚さ 6mm）裏足ありを貼り付ける。試験体概要図

を図 2-2 に示す。タイルの質量は 29.4（ g／枚）、目地セメントは既調合の

NS 目地セメントを使用する。NS 目地セメントの性状を表 2-1 にタイル用

弾性接着剤の性状を表 2-2 に示す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                           単位（ mm）  

図 2-2 試験体概要図  
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表 2-1 ＮＳ目地セメント性状（Ｍ－２）  

試験項目  試験結果  試験方法  

軟度変化率（％）  1.6 JIS A 6916 

曲げ強さ（ N/mm2）  6.7 JIS R 5201 

圧縮強さ（ N/mm2）  26.6 JIS R 5201 

吸水率（％）〔24 時間〕  6.5 JIS A 1404 

透水量（ g）  4.8 JIS A 1404 

単位容積質量（㎏ / ℓ）  2.01 - 

 

表 2-2 タイル用弾性接着剤の性状  

項  目  性  状  

主成分  変性シリコン・エポキシ樹脂  

外  観  着色ペースト状  

粘  度  500～ 1000Pa・ s（ 23℃）  

比  重  1.45～ 1.65 

貼り付け可能時間  約 30 分 (夏季 )約 60 分 (冬季 ) 

 

 

2.1.3 試験方法  

動的衝撃試験概要を図 2-3 に示す。試験体をタイル面が下向きになるよ

うに写真 2-1 に示す治具に取り付け試験機に設置し、自由落下により落下

させ台座が受衝撃板に衝突する。これにより図 2-1 に示すように動的荷重

F をタイル面全体に生じさせることができ複数枚の面的なタイルの引張り

強度の評価が可能になる。さらに落下高さを変えることにより動的荷重 F

を増加させてタイルに面外残留変位 R が発生し、剥落するまで動的衝撃試

験を行う。本試験機は、落下高さは 10cm から最大 110cm までの高さで試験

が可能で、5cm 間隔で動的衝撃試験を行い、タイルの剥落直前までの残留

変位の微小な変化が計測できるよう試験体の条件によって細かく高さを変

えて動的衝撃試験を行った。動的衝撃試験治具は、試験体を固定し張り付
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けたタイルに動的衝撃荷重が均一にかかり治具が変形しないようにアルミ

の押し抜き部材を加工してサイズ 250×250×200(㎜ )を作製した。写真 2-

1 に衝撃試験機を写真 2-2 に動的衝撃試験治具示す。動的荷重 F は、動的

衝 撃 試 験 で 計 測 さ れ た 加 速 度 a(m／ s2)と 浮 き タ イ ル と そ の 目 地 モ ル タ ル

の質量の合計 m(kg)より (式 1)で求めた。  

F=m×a (N)  (式 1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3 動的衝撃試験概要  

 

 

写真 2-1 動的衝撃試験治具  
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写真 2-2 衝撃試験機  

 

2.2 面外変位計測手法の提案  

2.2.1 面外変位計測手法概要  

 浮きを生じた面的タイル全体の面外の変形は通常の変位計での計測は、

ダイヤルゲージを用いた実測が行われてきた。この方法では、不陸部分を

簡易的に測定できるなどの利点がある一方、単点計測であるため計測箇所

が多い場合に時間がかかってしまうことや、不陸量の分布などが正確に測

定できないことなどが欠点となっている。そこで医療業界、自動車開発、

建設現場、文化遺跡の保存など多岐の分野で活用されている 3D スキャナ

ーに着目した。3D スキャナーは、短時間で大量の測定点が測定可能であり、

かつ単点測定に対して点群測定が出来るため、不陸を面として短時間で計

測することが可能となる。3D スキャナーの計測精度の検討としてダイヤル

ゲージを用いた実測の計測結果との比較を行い 3D スキャナーの有効性を

検討する。  
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2.2.2 計測概要  

250×250×50（ mm）のコンクリート平板に、中央のタイル１枚のみ浮き

を生じさせた試験体を作製し、タイル仕上面を下向きにした状態で試験体

を治具に設置し動的衝撃試験を行った。動的衝撃試験を行う前にダイヤル

ゲージによる実測と 3D スキャナーによる計測を行い、5cm,10cm の落下高

さ か ら 動 的 荷 重 F を 加 え る ご と に 、 面 外 残 留 変 位 R の ダ イ ヤ ル ゲ ー ジ

(0.01mm 精度 )を用いた実測値と、 3D スキャナーによるスキャン計測値の

比較をした。  

 

2.2.3 ダイヤルゲージを用いた実測  

あらかじめ図 2-4 に示すように試験体の実測する点をマーキングし、ダ

イヤルゲージを固定して試験体を動かしながらタイル一辺に対し 4 点、合

計 12 点実測した。全ての点の実測後、最初に実測した点の実測を再度行

い、実測中に実測器がずれていないことを確認した。使用したダイヤルゲ

ージを写真 2-3 に示す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-4 ダイヤルゲージ実測点  

 

 

写真 2-3 ダイヤルゲージ  

実 測 点  



第２章 建築外壁材の動的衝撃試験方法の検討 

16 
 

2.2.4 3D スキャナーを用いた計測  

3D スキャナー概要を図 2-5 に示す。 3D スキャナーは SHINING 3D 社の

EinScan-Pro＋を使用し、性能を表 2-3 に 3D スキャナーを写真 2-4 に示

す。3D スキャナーから出た光が試験体に当たり反射したものをカメラで撮

影することにより 3 次元座標データを 3D スキャナーの計測精度は 0.05mm

である。ダイヤルゲージの計測点 1 点に対して 3D スキャンでは、対象座標

を中心とした直径 1mm の点群（約 14 点）の値を平均したものとし、タイル

一辺に対し 4 点、合計 12 点計測した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-5 3D スキャナー概要  
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表 2-3 3D スキャナー性能  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 2-4 3D スキャナー  
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2.2.5 実測値と計測値の結果  

ダイヤルゲージの実測値と 3D スキャナーの計測値の結果を図 2-6 に示

す。それぞれの落下高さでのダイヤルゲージを用いた実測値と 3D スキャ

ナーを用いたスキャン計測値の相関関係 (R)は 0.993 となった。計測結果

から、3D スキャン計測でダイヤルゲージと近しい精度での計測が可能とし

て、残留変位に分布がある場合の多点計測には、3D スキャナーによる計測

が同等の精度を有することが確認された。今後、本研究の動的衝撃試験に

おける面外残留変位 R 計測に使用することとした。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-6 面外残留変位 R のダイヤルゲージ実測値と 3D スキャナー計測値  
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2.3 最大加速度と浮きタイル部付与エネルギー推定値 U の算定  

2.3.1 試験概要  

動的衝撃試験を行なう際、試験体にかかる浮きタイル部付与エネルギー

推定値 U を算定するために各落下高さにおける最大加速度 a が値として

必要である。加速度計を用いて計測を行ったが、今回の衝撃荷重では加速

度計測には限界があり、非接触による加速度計測を検討した。  

試験で用いる試験体と同じ、 250×250×50(㎜ )のコンクリート平板を試

験体として使用し、治具に固定したうえでハイスピードカメラを用いた撮

影による最大加速度の測定を行なった。試験体を 10cm～ 110cm まで 10cm

間 隔 で 落 下 さ せ 、 高 速 度 カ メ ラ 撮 影 を 行 い 動 画 解 析 ソ フ ト ウ ェ ア DIPP-

Motion(共に DITECT 社 )を用いて、それぞれの落下高さから試験を行なっ

て動画を撮影し、解析ソフト『 Dipp-Motion V』を使用して最大加速度 a を

算定した。  

 

2.3.2 試験方法  

治具に試験体を固定し、試験体側面に解析ソフトで追跡するための任意

の 6 点をマーキングする。加速度試験概要図を図 2-7 に、追跡点をマーキ

ングした試験体を写真 2-5 に示す。  

高さ 10cm から 110cm まで 10cm ずつ落下高さを高くしていき、計 11 回

落下させ、それぞれの落下高さから試験を行なった際に、試験体が最下点

に落下する瞬間を高速度カメラで撮影する。撮影する際のフレームレート

は 2000fps に設定している。使用した高速度カメラを写真 2-6 に示す。  

高 速 度 カ メ ラ 撮 影 を 行 い 動 画 解 析 ソ フ ト ウ ェ ア DIPP-Motion( 共 に

DITECT 社 )を用いて、加速度を求め落下高さとの関係をプロットし、回帰

式により本実験での加速度を求めた。本試験装置で得られる最大加速度は、

最大落下高さ 110cm とした。DIPP-Motion 上では図 2-7 に示すように追跡

点を点 P1～点 P6 にそれぞれ設定して各点の位置の変化を追跡・解析して

いる。解析結果の平均から加速度 a を算定した。  
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図 2-7 加速度試験概要図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 写真 2-5 試験体マーキング位置     写真 2-6 高速度カメラ  

マ ー キ ン グ  
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図 2-7  DIPP-Motion 上での追跡点  

 

2.3.3 試験結果  

高速度カメラ撮影を行い動画解析ソフトウェア DIPP-Motion(共に

DITECT 社)を用いて、変位と時間、加速度と時間の関係を計測し、その

結果からエネルギーと時間の関係を求めた。  

試験体①～③の計測結果を落下高さごとに変位 x と時間 t の関係、浮き

タイル部に生じる加速度 a と時間 t の関係、この計測結果より求めた浮き

タイル部付与エネルギー推定値 U と時間 t の関係を図 2-8～図 2-25 に示

す。  

タイル部に生じる加速度推定値と時間 t の関係から最大加速度 a を求め

たものを表 2-4 に示す。回帰式により本実験での加速度を求めた。試験結

果を図 2-26 に示す。図 2-26 のグラフにおける近似式は、 y=-0.819x²

+167.11x で、決定係数は R²=0.9092 である。試験結果から、落下高さと

最大加速度の間には相関があることがわかり、決定係数も高い値を取って  
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変  位                     変  位  

 

加 速 度                     加 速 度  

 

エ ネ ル ギ ー                   エ ネ ル ギ ー  

a )落 下 高 さ 1 0 c m                b )落 下 高 さ 2 0 c m  

図 2-8 変位 x と加速度 a の計測結果とエネルギー U 

（試験体① 落下高さ 10cm・ 20cm）  
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変  位                     変  位  

 

加 速 度                     加 速 度  

 

エ ネ ル ギ ー                   エ ネ ル ギ ー  

a )落 下 高 さ 3 0 c m                b )落 下 高 さ 4 0 c m  

図 2-9 変位 x と加速度 a の計測結果とエネルギー U 

（試験体① 落下高さ 30cm・ 40cm）  
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変  位                     変  位  

 

加 速 度                     加 速 度  

 

エ ネ ル ギ ー                   エ ネ ル ギ ー  

a )落 下 高 さ 5 0 c m                b )落 下 高 さ 6 0 c m  

図 2-10 変位 x と加速度 a の計測結果とエネルギー U 

（試験体① 落下高さ 50cm・ 60cm）  
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変  位                     変  位  

 

加 速 度                     加 速 度  

 

エ ネ ル ギ ー                   エ ネ ル ギ ー  

a )落 下 高 さ 7 0 c m                b )落 下 高 さ 8 0 c m  

図 2-11 変位 x と加速度 a の計測結果とエネルギー U 

（試験体① 落下高さ 70cm・ 80cm）  
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変  位                     変  位  

 

加 速 度                     加 速 度  

 

エ ネ ル ギ ー                   エ ネ ル ギ ー  

a )落 下 高 さ 9 0 c m                b )落 下 高 さ 1 0 0 c m  

  図 2-12 変位 x と加速度 a の計測結果とエネルギー U 

（試験体① 落下高さ 90cm・ 100cm）  
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変  位  

 

加 速 度  

 

エ ネ ル ギ ー  

a )落 下 高 さ 11 0 c m  

図 2-13 変位 x と加速度 a の計測結果とエネルギー U 

（試験体① 落下高さ 110cm）  
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変  位                     変  位  

 

加 速 度                     加 速 度  

 

エ ネ ル ギ ー                   エ ネ ル ギ ー  

a )落 下 高 さ 1 0 c m                b )落 下 高 さ 2 0 c m  

図 2-14 変位 x と加速度 a の計測結果とエネルギー U 

（試験体② 落下高さ 10cm・ 20cm）  
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変  位                     変  位  

 

加 速 度                     加 速 度  

 

エ ネ ル ギ ー                   エ ネ ル ギ ー  

a )落 下 高 さ 3 0 c m                b )落 下 高 4 0 c m  

図 2-15 変位 x と加速度 a の計測結果とエネルギー U 

（試験体② 落下高さ 30cm・ 40cm）  
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変  位                     変  位  

 

加 速 度                     加 速 度  

 

エ ネ ル ギ ー                   エ ネ ル ギ ー  

a )落 下 高 さ 5 0 c m                b )落 下 高 さ 6 0 c m  

図 2-16 変位 x と加速度 a の計測結果とエネルギー U 

（試験体② 落下高さ 50cm・ 60cm）  
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変  位                     変  位  

 

加 速 度                     加 速 度  

 

エ ネ ル ギ ー                   エ ネ ル ギ ー  

a )落 下 高 さ 7 0 c m                b )落 下 高 さ 8 0 c m  

図 2-17 変位 x と加速度 a の計測結果とエネルギー U 

（試験体② 落下高さ 70cm・ 80cm）  
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変  位                     変  位  

 

加 速 度                     加 速 度  

 

エ ネ ル ギ ー                   エ ネ ル ギ ー  

a )落 下 高 さ 9 0 c m                b )落 下 高 さ 1 0 0 c m  

図 2-18 変位 x と加速度 a の計測結果とエネルギー U 

（試験体② 落下高さ 90cm・ 100cm）  
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変  位  

 

加 速 度  

 

エ ネ ル ギ ー  

a )落 下 高 さ 11 0 c m  

図 2-19 変位 x と加速度 a の計測結果とエネルギー U 

（試験体② 落下高さ 110cm）  
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変  位                     変  位  

 

加 速 度                     加 速 度  

 

エ ネ ル ギ ー                   エ ネ ル ギ ー  

a )落 下 高 さ 1 0 c m                b )落 下 高 さ 2 0 c m  

図 2-20 変位 x と加速度 a の計測結果とエネルギー U 

（試験体③ 落下高さ 10cm・ 20cm）  
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変  位                     変  位  

 

加 速 度                     加 速 度  

 

エ ネ ル ギ ー                   エ ネ ル ギ ー  

a )落 下 高 さ 3 0 c m                b )落 下 高 さ 4 0 c m  

図 2-21 変位 x と加速度 a の計測結果とエネルギー U 

（試験体③ 落下高さ 30cm・ 40cm）  
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変  位                     変  位  

 

加 速 度                     加 速 度  

 

エ ネ ル ギ ー                   エ ネ ル ギ ー  

a )落 下 高 さ 5 0 c m                b )落 下 高 さ 6 0 c m  

図 2-22 変位 x と加速度 a の計測結果とエネルギー U 

（試験体③ 落下高さ 50cm・ 60cm）  
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変  位                     変  位  

 

加 速 度                     加 速 度  

 

エ ネ ル ギ ー                   エ ネ ル ギ ー  

a )落 下 高 さ 7 0 c m                b )落 下 高 さ 8 0 c m  

図 2-23 変位 x と加速度 a の計測結果とエネルギー U 

（試験体③ 落下高さ 70cm・ 80cm）  
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変  位                     変  位  

 

加 速 度                     加 速 度  

 

エ ネ ル ギ ー                   エ ネ ル ギ ー  

a )落 下 高 さ 9 0 c m                b )落 下 高 さ 1 0 0 c m  

図 2-24 変位 x と加速度 a の計測結果とエネルギー U 

（試験体③ 落下高さ 90cm・ 100cm）  
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変  位  

 

加 速 度  

 

エ ネ ル ギ ー  

a )落 下 高 さ 11 0 c m  

図 2-25 変位 x と加速度 a の計測結果とエネルギー U 

（試験体③ 落下高さ 110cm）  
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表 2-4 各落下高さにおける最大加速度 a（ m/s2）  

 

 

 

 

図 2-26 落下高さ h と最大加速度 a の関係  

y = -0.8191x2 + 167.11x
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表 2-5 近似式により求められた各落下高さ h の最大加速度 a（m/s2）  

 

 

いるため、得られた近似式の精度は高いものであると言える。  

前述、近似式より動的荷重 F の算定に用いる、各落下高さｈにおける最

大加速度 a を表 2-5 に示す。  

図 2-8～図 2-25 に示す浮きタイル部付与エネルギー推定値 U と時間 t

の関係より、各高さにおける浮きタイル部に付与されるエネルギー推定値

U を求めたものを表 2-6 と図 2-27 に示す。  
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表 2-6 浮きタイル部付与エネルギー推定値 U 

 
 

 

 

図 2-27 浮きタイル部付与エネルギー推定値 U と落下高さ h の関係  

 

 図 2-27 より近似 y=4.3791x0 . 9 9 3 4 7、R2=0.9757 が求められた。これより各

落下高さにおける単位重量当りエネルギー U を近似式より求めたものを表

2-7 に示す。  

y = 4.3791x0.9347
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表 2-7 各落下高さ h における単位重量当りエネルギー推定値 U 
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2.4 まとめ  

 本章では、動的衝撃試験方法について検討し、それに必要な面外変位計

測手法の提案と最大加速度の算定・浮きタイル部付与エネルギーの算定に

ついて検討した。本章で得られた知見は以下のとおりである。  

(1)落下衝撃試験機 を用いた 浮きタイ ルの面外 の動的な 荷重の評 価試験方

法を提案した。  

(2)落下衝撃試験機での試験体落下高さを変えることで、試験体へ付与する

エネルギーおよび動的荷重を変化制御可能とした。  

(3)模擬落下試験体 落下時の レーザー 変位計に よる変位 時刻歴計 測から試

験体に付与される加速度およびエネルギーの推定方法を示した。  

(4)浮きタイルに対する２次元面外残留変位分布の  レーザー変位計による

計測方法を提案した。  
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第３章  動的衝撃試験による各種タイル仕上の面外変形性状の把握  

 

3.1 動的衝撃試験によるタイル剥落性状  

3.1.1 試験概要  

動的衝撃試験で仕上タイルを貼り付けた試験体に動的荷重 F をかけ、人

為的に浮きを生じさせたタイルを徐々に剥離させ、全ての浮きタイルが剥

落するまで試験を行なう。その過程で、各落下高さにおいて面外残留変位

R を計測し、浮きタイル部付与エネルギー推定値 U との関係を考察する。 

 

3.2.2 試験体概要  

2.1.2 で示した試験体と同様にタイルを張付ける。張付け方法は、変性

シリコン・エポキシ系樹脂系接着剤を凸部が 2～ 4 ㎜程度になるように櫛

目状に塗付けたうえでタイルを張付ける。その際、プラスチックシートを

用いてタイルと接着剤の界面との浮きを疑似的に再現した。タイルと母材

のコンクリート平板の間には、試験の衝撃で母材が損壊することのないよ

う補強の金属板が入っている。試験体概要図を図 3-1 に示す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1 試験体概要図  
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図 3-2 タイル浮きタイプ  

 

試験体は、6 種類の浮きのタイプを作製した。タイル浮きタイプを図 3-

2 に示す。  

Ａ試験体（補修なし） :浮きタイルのみ(補修なし ) 

Ａ試験体（補修なし）は、浮きタイルのみ再現し補修を施さないものあ

る。この試験体を動的衝撃試験により動的荷重 F をかけると、浮きを生じ

たタイルの部分が徐々に剥離しはじめ、最終的に剥落する。その時の面外

残留変位 R を計測し、浮きタイル部付与エネルギー推定値 U と面外残留

変位 R の関係を考察する。  

今回は、経年劣化などで強度が低下した目地を想定し、目地モルタルの

水セメント比（W/C）を 100％、160％、180%と３水準設定し分離が起きない

程度に砂を後添加し砂セメント比 (S/C)を調整したモルタルとした。浮きタ

イル試験体作製と同時期に 50mmφ×高さ 100 ㎜の供試体を作成し 28 日気

中養生後、引張試験と圧縮試験を求めた。目地に用いたモルタルの特性を

表 3-1 に示す。タイル浮きのタイプを 6 種類とし、目地水準 3 種類と組み

合わせて計 18 種類の試験体を作成した。Ａ試験体（補修なし）を写真 3-1

に示す。  

  

浮１×１ 浮２×１ 浮３×１ 浮２×２ 浮３×２ 浮３×３

浮きタイル
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写真 3-1 Ａ試験体（補修なし）  

 

 

表 3-1 目地モルタルの特性  

 

 

 

表 3-2 試験体質量  
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3.1.3 試験方法  

2.1 動的衝撃試験で前述した方法によりタイルが剥落するまでまたは最

大 落 下 高 さ 110cm ま で 動 的 衝 撃 試 験 を 行 う 。 落 下 後 に 3D ス キ ャ ナ ー

『EinScan-Pro+』を用いて面外残留変位 R の計測を行う。3D スキャナー計

測で得られた 3D データから、blender を用いてタイル 1 辺に対し 4 点の面

外残留変位 R を算出し、浮きタイル部付与エネルギー推定値 U との相関

や浮きタイプ状との相関を検討する。  

動的衝撃試験に使用した治具の下面から試験体を見た際の、治具と試験

体の位置関係を写真 3-2 に示す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3-2 治具と試験体の位置関係  

 

 

 

 

 

浮 き の 対 象 に な る  

タ イ ル  (9 枚 ) 
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次に、 3D スキャンの概要を図 3-3 に、スキャン環境を写真 3-3 に示す。

3D スキャンを行う際、向きを間違えないようにするために写真 3-4 に示す

ように角部のタイルにマーキングをし、位置がずれないように台に試験体

の位置をマーキングしタイル面を下面にして台に乗せて試験体の下面側か

らスキャンをし、試験体が落下直後と近い状態になるようにした。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

側面側         正面側  

図 3-3 3D スキャン概要図   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3-3 3D スキャン環境  
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また、試験実施の効率化のために、動的衝撃試験開始直後はレーザー距

離計を用いて浮きタイルの剥離状況を測定し、面外残留変位 R のない間は

3D スキャンによる記録を行なわないこととした。試験体中央のタイルにレ

ーザー距離計で測定を行うためのマークを 3 点取り、それらが試験開始前

の状態から 0.5 ㎜程度浮くか、あるいはその浮きが確認される前でも浮き

タイル周辺の目地が明らかな損壊をした場合に 3D スキャンによる記録を

開始することとした。  

 図 3-4 に測定時の概要図を、写真 3-4 に測定用ポイントを取った試験体、

写真 3-5 に使用したレーザー距離計を示す。  

 

     

図 3-4 レーザー距離計による測定の概要図  
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写真 3-4 レーザー測定用ポイント 3 点  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3-5 レーザー距離計  

 

 

 

 

 

レ ー ザ ー 測 定 用 ポ イ ン ト  
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次に、 blender を用いてタイル 1 辺に対し 4 点の面外残留変位 R を算出

する際の、タイル面に対する算出対象点の位置について図 3-5 に示す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-5 面外残留変位算出の対象点  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●

浮きの対象になるタイル

⾯外残留変位算出の対象点
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3.1.4 試験結果  

3.1.4.1 浮きタイルの面外残留変位 R の結果  

浮きタイルの面外残留変位 R は、図 3-5 に示すタイル 1 枚当たりの測定

点が 16 点あるうちの浮きタイル外周囲角の２点（  黄色）とその周囲の基

準点（  緑点）の差を面外残留変位 R として求めた。それの用いる測定点

を図 3-6 に示す。  

Ａ試験体（補修なし）の浮きタイプにおける目地 H,M,L の違いによるそ

れぞれの累積浮きタイル部付与エネルギー推定値 Ut と浮きタイル面外残

留変位 R の測定結果を図 3-7～図 3-12 に示す。浮きタイル部付与エネル

ギー推定値 U は、図 2-12 に示すエネルギー推定値 U をもとに近似曲線を

求め、それより表 2-7 に示す単位重量当たりエネルギー推定値 U を求め、

各浮きタイプ・高さごとの値を求めたものを表 3-3 に示す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浮 き タ イ ル の 面 外 残 留 変 位 に 用 い る 測 定 点  

隣 接 す る 基 準 点  

図 3-6 浮きタイルの面外残留変位測定点  
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表 3-3 浮きタイル部付与エネルギー推定値 U 
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図 3-7 累積浮きタイル部付与エネルギー Ut と面外残留変位 R の関係  

（Ａ試験体（補修なし）・浮 1×1）  

 

図 3-8 累積浮きタイル部付与エネルギー Ut と面外残留変位 R の関係  

（Ａ試験体（補修なし）・浮 2×1）  
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図 3-9 累積浮きタイル部付与エネルギー Ut と面外残留変位 R の関係  

（Ａ試験体（補修なし）・浮 3×1）  

 

図 3-10 累積浮きタイル部付与エネルギー Ut と面外残留変位 R の関係  

（Ａ試験体（補修なし）・浮 2×2）  
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図 3-11 累積浮きタイル部付与エネルギー Ut と面外残留変位 R の関係  

（Ａ試験体（補修なし・）浮 3×2）  

 

図 3-12 累積浮きタイル部付与エネルギー Ut と面外残留変位 R の関係  

（Ａ試験体（補修なし）・3×3）  
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 Ａ試験体（補修なし）においては、浮きタイルを補修していない状態で

ある。そこで図 3-7 から図 3-12 においては、目地強度が大きいほうが浮き

タ イ ル の 剥 落 す る ま で に 要 す る 累 積 浮 き タ イ ル 部 付 与 エ ネ ル ギ ー 推 定 値

Ut が大きくなる傾向が見られた。  

 浮 1×1 については、浮きタイル枚数が１枚ということから累積浮きタイ

ル部付与エネルギー推定値 Ut はあまり大きくならないが、面外残留変位

R が大きくなる傾向がある。  

 浮 2×1 と浮 3×1 は、浮きタイルが横方法に２枚または３枚並んで浮い

ている状況の影響で面外残留変位 R があまり大きく変化せず累積浮きタイ

ル部付与エネルギー推定値 Ut が大きくなる傾向が見られた。  

 浮 2×2、浮 3×2 と浮 3×3 については、浮きタイル枚数が増えているこ

とから面外残留変位 R が並びに累積浮きタイル部付与エネルギー推定値

Ut が同様に大きくなる傾向が見られた。  

図の中において、面外残留変位 R が増加せず累積浮きタイル部付与エネ

ルギー推定値 Ut だけが増加する推移が見られるのは、周辺のタイルでな

く中央部の目地や浮きタイルにエネルギーが付与され面外残留変位 R が増

加しないためと考られる。また変位の途中から同様の推移が見られる場合

については、何らかの原因で浮きタイルの変位性状が変化し中央部の目地

や浮きタイルにエネルギーが付与されて面外残留変位が増加しないと考え

られる。面外残留変位 R 並びに累積浮きタイル部付与エネルギー推定値 Ut

だ緩やかに上昇してく場合は、浮きタイルに平均的にエネルギーが付与さ

れ浮きタイル全体が変位している状態にあると考えられる。  

 これより一概にタイルの枚数が多いほど浮きタイルの剥落する際の面外

残留変位 R の大小関係があるとは判断できないが、目地強度が小さいほう

が面外残留変位 R の値が大きくなる傾向がみられる。また目地強度が大き

いほど累積浮きタイル部付与エネルギー推定値 Ut が大きくなる傾向があ

り浮きタイルの剥落に目地強度の大小関係が影響することが確認できた。  

また浮 3×1 についてその他の浮きタイプより、浮きタイル部付与エネル

ギー推定値 Ut が大きい値となっており、表 3-4 に浮きタイル部の目地本

数を示しているように、浮きタイル３枚に対し、①浮きタイルと浮きタイ
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ルの間の目地の本数が２本、②浮きタイルと浮いていないタイルの間の目

地 の本 数 が ８本 と 浮 きタ イ ル を支 え る 周囲 目 地 の比 率 が ４と な り 浮 2×2

の２倍となっていることが影響していると考えられる。  

浮きタイル部付与エネルギー推定値 Ut はほぼ目地 H＞目地 M＞目地 L と

なっており目地強度の影響が大きいと考えられる。よって目地強度が大き

ければ、浮きタイルの剥落が発生しにくいと考えられる。  

次にＡ試験体（補修なし）について、剥落直前の面外残留変位 R を 3D ス

キャナーで計測した結果について、図 3-13、図 3-14 に示す。 3D スキャン

で得られたデータから図 3-5 で示した各算出対象点の変位を求めて色付け

している。  

 

表 3-4 浮きタイルと目地の本数  
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凡 例  数 字 ： 0.5mm 四 捨 五 入  

   青 色 ： 面 外 残 留 変 位 プ ラ ス  

   赤 色 ： 面 外 残 留 変 位 マ イ ナ ス  

                           ＃ ： 計 測 不 可  

図 3-13 剥落直前の面外残留変位 R の概要 (変位１㎜刻みで示す) 

（Ａ試験体（補修なし）－浮 1×1～浮 3×1）  
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凡 例  数 字 ： 0.5mm 四 捨 五 入  

   青 色 ： 面 外 残 留 変 位 プ ラ ス  

   赤 色 ： 面 外 残 留 変 位 マ イ ナ ス  

                           ＃ ： 計 測 不 可  

図 3-14 剥落直前の面外残留変位 R の概要 (変位１㎜刻みで示す) 

（Ａ試験体（補修なし）－浮 2×2～浮 3×3）  

 

 図において、赤い部分はマイナス値を示している。これは目地の部分で

あれば目地材が部分的に破壊して剥落したことを示している。また図 3-13

浮 3×1・目地 L・落下高さ 45cm については、タイルの部分が 2 枚赤くなっ
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ている。これは落下高さ 40cm の際に面外残留変位 R があまり現れずいき

なり次の試験で剥落を発生した例である。これは、目地 L の場合で目地強

度が小さいことが原因であると考えられる。また各浮きタイプについて目

地材の違いにより剥落直前の落下高さが明らかに目地 H＞目地 M＞目地 L

という結果になっており、浮きタイルの剥落は目地材の影響が大きいと考

えられる。  

 剥落の直前に目地の面外残留変位 R が大きくなる辺としては、浮きタイ

ルと浮きタイルの間に挟まれた目地となっていることが確認できた。その

挟まれた目地につられて、浮きタイルの面外残留変位 R が大きくなり剥落

につながっていることが確認できた。また浮きを生じていないタイルにお

いても浮きタイルに隣接するタイルについては、それに挟まれる目地の面

外残留変位 R が増加することにより、その目地の影響を受け面外残留変位

R が多少ではあるが増加している。これより、浮きタイルが発生するとそ

の周辺のタイルにも影響を及ぼし浮きタイルが広がっていくことを示して

いると考らえる。  
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3.1.4.2 破壊開始時付与エネルギー U 0 

 前述の浮きタイル部付与エネルギー U で得られたデータを基に累積浮

きタイル部付与エネルギー Ut と面外残留変位 R の関係を利用して破壊開

始時付与エネルギー U 0 について検討する。  

図 3-15 に破壊開始時付与エネルギーの概念図を示す。累積浮きタイル

部付与エネルギー推定値 Ut と面外残留変形 R の関係の図より、面外残留

変位 R が最初に発生した際の浮きタイル部付与エネルギー推定値 U を破

壊開始時付与エネルギー U 0 と定義した。  

Ａ試験体（補修なし）の破壊開始時付与エネルギー推定値 U 0 につい

て、表 3-5、図 3-16 に示す。  

 

 

図 3-15 破壊開始時付与エネルギー U 0 推定値の概念図  
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表 3-5 試験体（補修なし）の破壊開始時付与エネルギー U 0 

 

 

 

図 3-16 Ａ試験体（補修なし）の破壊開始時付与エネルギー U0  
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 図 3-16 に示す、破壊開始時付与エネルギー U 0 については、目地強度が

大きいほどまた浮き枚数が多いほど破壊開始時付与エネルギー U 0 が大き

くなる傾向が見られた。  

 破壊開始時付与エネルギー U０ と目地圧縮強度 Fc の関係を図 3-17 に

示す。  

 

 

図 3-17 破壊開始時付与エネルギー U 0 と目地圧縮強度 Fc の関係  

 

この結果より目地圧縮強度 Fc が大きいほど破壊開始時付与エネルギー

U０ は大きくなる傾向となっている。また浮きタイル枚数が多いほど破壊開

始時付与エネルギー U０ が大きくなる傾向となった。  
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次に、破壊開始時付与エネルギー U０ と浮きタイル周辺目地長さ L との

関係を浮きタイプが方形のもの（浮 1×1・浮 2×2・浮 3×3）を図 3-18、

浮きタイプが長方形のもの（浮 2×1・浮 3×１・浮 3×2）を図 3-19 に示

す。  

 

 

図 3-18 破壊開始時付与エネルギー U０ と浮きタイル周辺目地長さ L の

関係 (浮 1×1・浮 2×2・浮 3×3) 

 

 

図 3-19 破壊開始時付与エネルギー U０ と浮きタイル周辺目地長さ L の

関係 (浮 2×1・浮 3×1・浮 3×2) 
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浮きタイプが方形の場合、浮きタイル周辺目地長さ L が大きいほど、破

壊開始時付与エネルギー U０ が大きくなる傾向となった。  

また浮きタイプが長方形の場合おいては、目地長さが大きい場合に、目

地強度が大きい目地 H は破壊開始時付与エネルギー U０ 大きくなっている

が、目地 M と目地 L に減少する傾向が見られた。これは目地強度が小さい

ために目地長さが大きくなると目地が破壊しやすくなるのではないかと考

えられる。方形の場合において浮きタイル周辺目地の長さ L が大きいほど、

破壊開始時付与エネルギー U０ が大きくなる傾向はあるが、目地強度の小さ

い目地 L は目地長さが大きくなっても破壊開始時付与エネルギー U０ に変

化がないのも同様のことが考えられる。  

これより浮きタイルの周辺目地の長さ L が破壊開始に大きな影響を及ぼ

すことまた浮きタイプによって違いがあることが確認された。  

次に累積浮きタイル部付与エネルギー Ut と面外残留変位 R の関係から

線形回帰により近似式 y=ax+b を求め、傾き a を変形抵抗 Re として定義

した。近似式による近似線を図 3-20～図 3-25 に点線にて表示している。

図 3-26 に変形抵抗 Re を示す。  
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図 3-20 Ａ試験体（補修なし）・浮 1×1 の線形回帰図  

 

 

図 3-21 Ａ試験体（補修なし）・浮 2×1 の線形回帰図  
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図 3-22 Ａ試験体（補修なし）・浮 3×1 の線形回帰図  

 

 

図 3-23 Ａ試験体（補修なし）・浮 2×2 の線形回帰図  
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図 3-24 Ａ試験体（補修なし）・浮 3×2 の線形回帰図  

 

 

図 3-25 Ａ試験体（補修なし）・浮 3×3 の線形回帰図  
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図 3-26 Ａ試験体（補修なし）の変形抵抗 Re 

 

図 3-26 に示す変形抵抗 Re について、大小関係は明確には表れていない。 
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3.1.4.3 浮きタイル剥落時の累積浮きタイル部付与エネルギー Ut と  

動的荷重 F 

 

Ａ試験体（補修なし）について破壊し始めてから最終的に浮きタイル部

分が剥落する落下高さ h までの累積浮きタイル部付与エネルギー Ut つい

て目地圧縮強度 Fc との関係を図 3-27 に示す。  

 

 

図 3-27 剥落時累積付与エネルギー Ut と目地圧縮強度 Fc の関係  

 

図 3-27 の浮きタイル部剥落時累積付与エネルギー Ut と目地圧縮強度 Fc

の関係において浮きタイルの枚数が多いほど剥落に必要な累積付与エネル

ギー Ut 大きくなる傾向が見られた。  
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次に累積浮きタイル部付与エネルギー Ut と浮きタイル周辺目地長さ L

の関係を、浮きタイプが方形のもの(浮 1×1・浮 2×2・浮 3×3)を図 3-28

に、浮きタイプが長方形のもの (浮 2×1・浮 3×1・浮 3×2)を図 3-29 に示

す。  

 

 

図 3-28  剥落時累積付与エネルギー Ut と目地長さ L の関係  

(浮 1×1・浮 2×2・浮 3×3) 

 

 

図 3-29 剥落時累積付与エネルギー Ut と目地長さ L の関係  
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浮きタイプが方形の場合、浮きタイル周辺目地の長さ L が大きいほど、

浮きタイル部剥落時累積付与エネルギー Ut が大きくなる傾向となった。  

また浮きタイプが長方形の場合おいては、目地長さが大きい場合に、目

地強度が大きい目地 H は浮きタイル部剥落時累積付与エネルギー Ut 大き

くなっているが、目地 M と目地 L に減少する傾向が見られた。これは目地

強度が弱く目地長さが長くなると目地が破壊しやすくなるのではないかと

考えられる。これは破壊開始時付与エネルギー U 0 と同様の傾向となった  

これより浮きタイルの周辺目地の長さ L が破壊開始に大きな影響を及ぼ

すことまた浮きタイプによって違いがることが確認された。  
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次に浮きタイルが剥落する直前直後の動的荷重 F と目地圧縮強度 Fc と

の関係を図 3-30 に示す。また浮きタイルが剥落する直前直後の動的荷重 F

と浮きタイル周辺目地長さ L との関係を図 3-31 に示す。図の●印は剥落

直前の動的荷重 F、×印は剥落直後の動的荷重 F を示している。  

 

 

図 3-30 剥落直前直後の動的荷重 F と目地強度 Fc の関係  

 

 

図 3-31 剥落直前直後の動的荷重 F と目地長さ L の関係  
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 図 3-30・図 3-31 より目地強度 Fc が大きくなるほど、タイル周辺目地長

さ L 大きくなるほど剥落直前直後の動的荷重 F は大きくなり、剥落直前と

剥落直後の動的荷重 F の差が大きくなる傾向がある。  
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3.2 まとめ  

 本章では、動的衝撃試験による各種タイル仕上の面外変形性状の把握を

するために、動的衝撃試験により人為的に浮きタイルを生じさせた 6 種類

の試験体を作製し、経年劣化などで強度が低下した目地を想定して目地モ

ルタルの水セメント比 (Ｗ /Ｃ )を 100％、 160％、 180％した目地材を使用し

て試験を行い検討した。本章で得られた知見は以下のとおりである。  

 

(1) 浮きタイル試験に対する落下衝撃試験により、試験体落下高さを制

御した繰り返し単調増加動的力の付与と、各種浮きタイル部分の非接

触による２次元的面外残留変位分布との関係を求めることができた。

残留変位の分布は各試験条件とも目地部の局所的な部分から残留変異

が発生し、その後、落下高さの増加にしたがって残留変位が増加し最

終的には剥落に至る傾向があった。また、浮きタイル試験に対する落

下衝撃試験により継時的な剥落性状が把握できる本試験方法は、各種

浮きタイルの剥落評価試験として有効であることを示した。  

(2) 浮きタイル試験に対する落下衝撃試験において、各落下高さごとに

求めた浮きタイル部分に生じる浮きタイル部分付与エネルギー推定値

と、浮きタイル部分の残留変形の平均値との関係を求めた結果、それ

らには比例的に増加の傾向があり、浮きタイル部分付与エネルギー推

定値に対する変形抵抗として評価回帰式を提案した。  

(3) 浮きタイル部分の残留変形が最初に生じた浮きタイルの部分付与エ

ネルギー推定値を破壊開始時付与エネルギーと定義し、各浮きタイル

試験体の条件との関係を求めた結果、破壊開始時付与エネルギーは、

目地の長さが大きいほど、また、目地強度が大きいほど大きくなる傾

向があった。  

(4) 浮きタイル試験に対する落下衝撃試験時にレーザー変位計で計測し

た最大加速度から求めた動的荷重 F 推定値について、最終的に浮き

タイル部分が剥落する落下高さの動的荷重推定値を示し、目地の長さ

が大きいほど、また、目地強度が大きいほど大きくなる傾向について

は両者とも同じであった。 
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第４章  シミュレーション解析による各種タイル仕上の  

面外変形性状推定  

 

4.1 解析概要  

既往研究の推定手法 1)において行われた目地変位推定シミュレーション

に、構造解析プログラムソフトウェア『FrontISTR』1)を用いて有限要素法

アプローチを導入した。本研究でのシミュレーションでは、母材底面部を

固定したうえで各部材を決められたメッシュ幅で分割し、浮きタイルごと

に荷重を入力して解析を行なった。面外方向の変位の最大値を 0.1 秒間隔

で 1 秒後まで算定し、その最大値を面外残留変位 R の推定値とした。解析

概念図を図 4-1 に示す。  

ここで動的荷重 F における各落下高さ h の加速度 a は表 3-2 で求められ

た結果を用いることとする。  

 

 

 

図 4-1 解析概要図  
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4.2 解析方法  

本研究の推定手法 1)では、図 4-2 のように浮きタイルの外周１辺 45 ㎜

を 9 分割、タイル 1 枚ごとの面外荷重を 16×16=256 グリッドに分割し、こ

の 256 グリッドに分割した荷重 f  t を最も近傍の分割目地に担保させて分

割目地のせん断荷重 f  j ( i )からせん断応力 σ  i を算定した後、各分割目地の

破壊時のせん断応力から目地が破壊される順番を推定し、剥落に至るまで

のタイルの浮きの形状を推測した。既往研究の推定手法における目地破壊

進展図を図 4-3 に示す。しかし、目地接点間の応力が考慮されず、破壊後

の塑性変形の再現ができなかった。そこで本研究では、構造解析プログラ

ムソフトウェア『FrontISTR』を使用して解析する手法を検討した。  

 

 

図 4-2 本研究の推定手法におけるせん断応力推定図  

 

 

図 4-3 本研究の推定手法における目地破壊進展図  
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本研究で使用する構造解析プログラムソフトウェア『FrontISTR』は、

一般社団法人 FrontISTR Commons によるオープンソース大規模並列 FEM 非

線形構造解析プログラムである。全ての要素をメッシュで再現しばねで繋

ぐ有限要素法を取り入れた FrontISTR を用いることで目地接点間の応力ま

で考慮して目地の変位を推定でき、要素間の応力のつり合いから変形や応

力分布を再現した。  

本研究では FrontISTR と blender を用いてモデル作成、解析、データ

出力までを行う。解析フローを図 4-4、システムフローを図 4-5、システ

ムシュミレーション条件を表 4-1 に示す。  

 

 

図 4-4 解析フロー  
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図 4-5 システムフロー  

 

表 4-1 シミュレーション条件  

 

 

表 4-2 使用材料物性値  

 

 

 

 

  

W/C 推定ヤング率 ポアソン比 密度 推定圧縮強度 推定引張強度

（％） （N/mm2） （ｇ/cm3） （N/mm2） （N/mm2）

母材ｺﾝｸﾘｰﾄ 49 2.77E+04 0.20 2.46 33.75 5.72

接着剤 - 8.39E-01 0.23 1.55 - 0.94

タイル - 5.50E+04 0.20 2.35 - 54.71

材料名
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目地変位推定シミュレーションでは、浮きを生じさせた試験体について

解析を行ない、動的衝撃試験の結果と比較して解析の精度を評価する。ま

ず、Blender を用いて試験体の 3D モデルを作成し、メッシュファイルを生

成する。3D モデルでは母材コンクリート、目地モルタル、タイル、貼付け

下地の４つの材料をそれぞれ割り当てた。使用材料物性値を表 4-2 に示す。   

ここで解析を行う際に設定するメッシュ幅について、浮 3×1 の浮きタイ

ルが３枚の場合のイメージを図 4-6、図 4-7、図 4-8 に示す。メッシュ幅は

全部で 3 種類あり、一番小さいものから順に 2.5mm、 5 ㎜、 10mm である。

浮きタイルに隣接している目地を 2.5mm 幅のメッシュで、それ以外の目地

と貼り付け下地を 5 ㎜幅のメッシュで、母材コンクリートを 10mm 幅のメ

ッシュでそれぞれ分割した。  

 

 

 

図 4-6 解析用試験体モデル  
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図 4-7 メッシュ平面図  

 

    

図 4-8 メッシュ断面図  
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次に、 Blender で cnt ファイルと dat ファイルを生成する。cnt ファイ

ルでは載荷条件や境界条件を設定する。その後、生成した msh ファイルと

cnt ファイルと dat ファイルを使用して、 Blender 内で FrontISTR による

FEM 解析を実行し、解析の結果から目地の面外残留変位 R のデータを出力

する。解析で得られる目地の面外残留変位 R を可視化したものを図 4-8

に示す。図 4-9 では、Ａ試験体（補修なし）・浮 3×1・目地 H の試験体が

80cm の高さから落下した際の変位結果を 1/2 倍でプロットしている。

赤、緑、青の矢印がそれぞれ x、 y、 z 軸を表している。  

 

 

図 4-9 解析結果のイメージ図  

 

 

 

 

 

 

ｘ  

ｚ  

ｙ  
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4.3 解析結果  

4.3.1 解析結果  

ここではシミュレーションをした解析結果の一例を図 4-10 から図 4-11

に示す。  

 

 
図 4-10 解析結果（Ａ試験体 (補修なし )・浮 3×1・目地 L・落下高さ 110cm）  

 

 
図 4-11 解析結果（Ａ試験体（補修なし）・浮 3×3・目地 L・落下高さ 40cm）  
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4.3.2 剥落直前の計測結果と解析結果との比較  

動 的 衝 撃 試 験 に よ り 浮 き タ イ ル が 剥 落 す る 直 前 又 は 一 部 剥 落 し 始 め た

際の落下高さとその１つ前の落下高さにおける計測結果と解析結果を比較

したものを図 4-12～図 4-47 に示す。  

解析で得られる面外残留変位 R のデータは全ての数値が 0 以上であるた

め、計測結果における目地の面外残留で数値が 0 未満であるものは全て 0

表記に一部目地の剥落が発生した部分はマイナス数値の絶対値をとして修

正して比較した。残留変位の大きい位置を試験結果においては赤色で、解

析結果においては青色で示している。また、浮きタイル剥落開始直前まで

のデータで比較しており、動的衝撃試験で取得できたデータ数は試験体に

よって異なる。  
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 ８５㎝落下時  ９０ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

 

  

図 4-12 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ａ試験体・浮 1×1・目地 H) 

 

 ８０㎝落下時  ８５ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

 

  

図 4-13 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ａ試験体・浮 1×1・目地 M) 
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 ４０㎝落下時  ４５ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

修正  

  

図 4-14 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ａ試験体・浮 1×1・目地 L) 

 

 ６０㎝落下時  ６５ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

修正  

  

図 4-15 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ａ試験体・浮 2×1・目地 H) 
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 ４５㎝落下時  ５０ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

 

  

図 4-16 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ａ試験体・浮 2×1・目地 M) 

 

 ３５㎝落下時  ４０ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

  

図 4-17 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ａ試験体・浮 2×1・目地 L) 
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 ７０㎝落下時  ７５ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

 

  

図 4-18 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ａ試験体・浮 3×1・目地 H) 

 

 ６５㎝落下時  ７０ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

 

  

図 4-19 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ａ試験体・浮 3×1・目地 M) 
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 ４０㎝落下時  ４５ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

 

  

図 4-20 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ａ試験体・浮 3×1・目地 L) 

 

 ５５㎝落下時  ６０ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

  

図 4-21 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ａ試験体・浮 2×2・目地 H) 



第４章 シミュレーション解析による各種タイル仕上の面外変形性状推定 

92 
 

 ４０㎝落下時  ４５ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

 

  

図 4-22 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ａ試験体・浮 2×2・目地 M) 

 

 ３０㎝落下時  ３５ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

 

  

図 4-23 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ａ試験体・浮 2×2・目地 L) 
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 ５０㎝落下時  ５５ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

 

  

図 4-24 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ａ試験体・浮 3×2・目地 H) 

 

 ３０㎝落下時  ３５ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

 

  

図 4-25 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ａ試験体・浮 3×2・目地 M) 



第４章 シミュレーション解析による各種タイル仕上の面外変形性状推定 

94 
 

 ２５㎝落下時  ３０ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

 

  

図 4-26 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ａ試験体・浮 3×2・目地 L) 

 

 ３５㎝落下時  ４０ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

 

  

図 4-27 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ａ試験体・浮 3×3・目地 H) 
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 ２５㎝落下時  ３０ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

 

  

図 4-28 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ａ試験体・浮 3×3・目地 M) 

 

 ２５㎝落下時  ３０ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

 

  

図 4-29 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ａ試験体・浮 3×3・目地 L) 
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結果として、Ａ試験体（補修なし）において浮 1×1～ 3×3 のどの場合に

おいても面外残留変位の形状は線対象となっており、動的衝撃試験の測定

結果とは相違が出た。タイルは剥離を起こすと目地モルタルに連結するこ

とにより剥落を防止しているため目地モルタルに依存度が高いと考えられ

る。そこで、実際のタイル施工の場合、特に目地モルタルについては施工

時の均一性に欠けることや初期欠陥がある場合が考えられ、これにより結

果に相違が出たと考える。  

し か し な が ら 各 浮 き タ イ プ に お い て 解 析 結 果 と 動 的 衝 撃 試 験 の 計 測 結

果を比較すると大きな違いはなく、相似した剥落形状になっている。浮き

タイプごとに考察してみると、浮 2×1 や浮 3×2 は、荷重を大きくしてい

くと浮きタイルが山のような形を作るが、その折れ曲がる部分にあたる目

地モルタルがより早く浮いてくることが動的衝撃試験の計測結果と解析結

果で示されている。同様に浮 3×1 では、周囲にある健全なタイルが最も少

ない中央のタイルが両隣の 2 枚の浮きタイルよりも早く浮く傾向がみられ、

それに伴って中央のタイル周辺の目地モルタルがより浮きやすくなってい

ることが動的衝撃試験の計測結果と解析結果で示されている。また、複数

枚の浮きタイルがあり浮きタイプが正方形である形状 4 と形状 6 は、浮き

タイプ状の中心に近い目地モルタルほど浮きやすくなっていることが動的

衝撃試験の計測結果と解析結果で示されている。また、目地材の違いによ

るタイル剥落高さについて、どの浮きタイプおいてもヤング率の高い目地

材のほうが高い値となっている。  
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4.3.3 解析結果の検討  

Ａ試験体（補修なし）の解析結果と計測結果の整合性について検討す

る。計測結果の比較する側定点を図 4-50 に■黄色に示す。浮きタイル周

辺の面外残留変位 R について解析結果と比較する。  

解析結果を比較する際に必要な実測加速度に対してかける補正係数 α

求める方法として、剥落直前の解析結果による面外残留変位 Rcal-m と計

測結果による面外残留変位 Robs-m より線形回帰より傾き a-m を求めそ

の逆数を補正係数 α -m、破壊開始時の解析結果による面外残留変位 Rcal- i

と計測結果による面外残留変位 Robs- i より線形回帰より傾き a-m を求め

その逆数を補正係数 α - i を求める。係数 α -m と係数 α - i を用いて解析結果

と計測結果の比較をする。  

図 5-51 に剥落直前の解析結果による面外残留変位 Rcal-m と計測結果

による面外残留変位 Robs-m の結果を、図 5-52 に破壊開始時の解析結果

による面外残留変位 Rcal- i と計測結果による面外残留変位 Robs- i の結果

を示す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浮 き タ イ ル の 面 外 残 留 変 位 に 用 い る 測 定 点  

隣 接 す る 基 準 点  

図 4-50 面外残留変位測定点と浮き周辺目地  

y1 

y2 

y3 

y4 

x1 x2 x3 x4 
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図 4-51 剥落直前の解析結果と計測結果の面外残留変位  

 

 

図 4-52 破壊開始時の解析結果と計測結果の面外残留変位  
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 図 4-51 の近似椎式の結果より剥落直前の傾き a-m=8.4181 となり補正

係数 α -m=0.119、図 4-52 の近似式の結果より破壊開始時の傾 a-i=23.202

より α - i＝ 0.043 が求められた。これを用いて解析結果と計測結果の比較

図を示す。  

 

図 4-53 解析結果と計測結果の比較  

(Ａ試験体 (補修なし )浮 3×3・目地 M・ x1) 

 

図 4-54 の解析結果と計測結果の比較  

(Ａ試験体 (補修なし )浮 3×3・目地 M・ x4) 
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図 4-55 解析結果と計測結果の比較  

(Ａ試験体 (補修なし )浮 3×3・目地 M・ y1) 

 

 

 

図 4-56 解析結果と計測結果の比較  

(Ａ試験体 (補修なし )浮 3×3・目地 M・ y4) 
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図 4-57 解析結果と計測結果の比較  

(Ａ試験体 (補修なし )浮 3×2・目地 M・ x1) 

 

 

 

図 4-58 解析結果と計測結果の比較  

(Ａ試験体 (補修なし )浮 3×2・目地 M・ x4) 
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図 4-59 解析結果と計測結果の比較  

(Ａ試験体 (補修なし )浮 3×2・目地 M・ y1) 

 

 

 

図 4-60 解析結果と計測結果の比較  

(Ａ試験体 (補修なし )浮 3×2・目地 M・ y3) 
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図 4-61 解析結果と計測結果の比較  

(Ａ試験体 (補修なし )浮 2×2・目地 L・ x1) 

 

 

 

図 4-62 解析結果と計測結果の比較  

(Ａ試験体 (補修なし )浮 2×2・目地 L・ x3) 
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図 4-63 解析結果と計測結果の比較  

(Ａ試験体 (補修なし )浮 2×2・目地 L・ y1) 

 

 

 

図 4-64 解析結果と計測結果の比較  

(Ａ試験体 (補修なし )浮 2×2・目地 L・ y3) 
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 Ａ試験体 (補修なし )の補正係数 α を用いて解析結果と計測結果の比較図

を、図 4-53～図 4-56 に浮 3×3・目地 M、図 4-57～図 4-60 に浮 3×2・目

地 M、図 4-61～図 4-64 に浮 2×2・目地 L を示す。  

図 4-53～図 4-56 に示す浮 3×3・目地 M の場合、破壊直前はあまり相関

が見らないが、破壊開始時は比較的良い相関がみられる。また浮タイルの

剥落が局所的に生じ浮き部分の変形が均一に起きていないと考えられる。  

図 4-57～図 4-60 に浮 3×2・目地 M の場合、破壊直前はあまり相関が見

らないが、破壊開始時は比較的良い相関がみられる。数値は違うが、同様

の面外残留変位の形状となっており解析結果と相似している。  

図 4-61～図 4-64 に浮 2×2・目地 L の場合、数値は違うが、同様の面外

残留変位の形状となっており解析結果と相似している。解析結果が図 4-64

の y3 についてはかなり相似した形状となった。  

全体的に面外残留変位 R は計測結果と比較すると解析結果よりも小さく

なった。その理由は静的な解析に対して実験では動的荷重が大きく見かけ

の剛性が大きくなり変形が小さくなったためと考えられる  

破 壊 直 前 は あ ま り 相 関 が な い が 計 測 結 果 で は 浮 き 部 分 個 々 の タ イ ル 剥

落が局所的に生じ浮き部分の変形が均一に起きていないためと考えられる。 

  

・  
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4.4 まとめ  

 目地変位推定シミュレーションに構造解析プログラムソフトウェアを用

いて解析を行った。本章で得られた知見は以下のとおりである。  

 

(1) ３ D 解析による浮きタイルの変形シミュレーション方法を提案した。 

(2) 残留変形の計測結果と解析結果の比較では、破壊開始時は比較的良い

相関がある。  

(3) 破壊直前はあ まり相関 がないが 計測結果 では浮き 部分個々 のタイル

剥 落 が 局 所 的 に 生 じ 浮 き 部 分 の 変 形 が 均 一 に 起 き て い な い た め と 考 え

られる。   

(4) 残留変形の計測結果は解析結果よりも小さくなった。その理由は静的

な 解 析 に 対 し て 実 験 で は 動 的 荷 重 が 大 き く 見 か け の 剛 性 が 大 き く な り

変形が小さくなったためと考えられる。  

(5) 浮きタイル周辺部分の残留変形の分布を求めた結果、残留変形の分布

は端で小さく中央に凸となる傾向があり、解析結果は計測結果と類似し

た分布形状となった。  
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第５章  タイル仕上面に対する補強方法の有効性の検討  

 

5.1 補強方法について  

 第３章にてＡ試験体（補修なし）の動的衝撃試験を行い目地の強度の違

いで剥落に影響を及ぼすことを示した。そこで浮きタイルの剥落防止を抑

制する補強方法として、アンカーピン固定工法とピンネット工法について

の有効性を検討する。それぞれの工法について下記に示す。  

Ｂ試験体 :タイル浮き＋アンカーピン打ち（アンカーピン固定工法）  

Ｃ試験体 :タイル浮き＋ピンネット工法（ピンネット工法）  

Ｂ試験体（アンカーピン固定工法）は、アンカーピンは直径 5 ㎜・長さ

35mm・SUS303 製の芯棒打ち込み式のものを使用し、タイル中心部に削孔し

て打ち込み、タイルを直接固定するアンカーピン固定工法を施したもので

ある。  

Ｃ試験体（ピンネット工法）は、セメント系フィラーを用いて繊維補

強面材であるビニロン系ネットを埋め込み、その上からアンカーピンは直

径 6mm・長さ 30mm・ SUS304 製の芯棒打ち込み式のものをタイル中心部に

削孔し打ち込みさらにその上からセメント系フィラーにて仕上塗りをする

ピンネット工法を施したものである。試験体を写真 5-1 に、タイル浮きタ

イプを図 5-1 に示す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ試験体              Ｃ試験体  

（アンカーピン固定工法）       （ピンネット工法）  

写真 5-1 試験体  

アンカーピン  
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図 5-1 タイル浮きタイプ  

 

5.2 動的衝撃試験の結果  

 Ａ試験体（補修なし）と同様にＢ試験体（アンカーピン固定工法）・Ｃ

試験体（ピンネット工法）においても、動的衝撃試験を行い浮きタイル部

付与エネルギー推定値 Ut と面外残留変位 R についての関係を計測した。

その結果を以下に示す。  

 

5.2.1 浮きタイルの面外残留変位 R の結果  

 浮きタイプにおける目地 H,M,L の違いによるそれぞれの累積浮きタイル

部付与エネルギー推定値 Ut と浮きタイル面外残留変位 R の測定結果をＢ

試験体（アンカーピン固定工法）については図 5-2～図 5-7 に、Ｃ試験体

（ピンネット工法）については図 5-8～図 5-13 に示す。  

Ａ試験体（補修なし）と同様にＢ試験体（アンカーピン固定工法）とＣ

試験体（ピンネット工法）についても、浮きタイル部付与エネルギー推定

値 Ut は、各浮きタイプ・高さごとの値を求めた表 3-3 を用いる。  
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図 5-2 累積浮きタイル部付与エネルギー Ut と面外残留変位 R の関係  

（Ｂ試験体(アンカーピン固定工法 )・浮 1×1）  

 

図 5-3 累積浮きタイル部付与エネルギー Ut と面外残留変位 R の関係  

（Ｂ試験体(アンカーピン固定工法 )・浮 2×1）  
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図 5-4 累積浮きタイル部付与エネルギー Ut と面外残留変位 R の関係  

（Ｂ試験体(アンカーピン固定工法 )・浮 3×1）  

 

図 5-5 累積浮きタイル部付与エネルギー Ut と面外残留変位 R の関係  

（Ｂ試験体(アンカーピン固定工法 )・浮 2×2）  
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図 5-6 累積浮きタイル部付与エネルギー Ut と面外残留変位 R の関係  

（Ｂ試験体(アンカーピン固定工法 )・浮 3×2）  

 

図 5-7 累積浮きタイル部付与エネルギー Ut と面外残留変位 R の関係  

（Ｂ試験体(アンカーピン固定工法 )・浮 3×3）  
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図 5-8 累積浮きタイル部付与エネルギー Ut と面外残留変位 R の関係  

（Ｃ試験体(ピンネット工法)・浮 1×1）  

 

図 5-9 累積浮きタイル部付与エネルギー Ut と面外残留変位 R の関係  

（Ｃ試験体(ピンネット工法)・浮 2×1）  
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図 5-10 累積浮きタイル部付与エネルギー Ut と面外残留変位 R の関係  

（Ｃ試験体(ピンネット工法)・浮 3×1）  

 

図 5-11 累積浮きタイル部付与エネルギー Ut と面外残留変位 R の関係  

（Ｃ試験体(ピンネット工法)・浮 2×2）  
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図 5-12 累積浮きタイル部付与エネルギー Ut と面外残留変位 R の関係  

（Ｃ試験体(ピンネット工法)・浮 3×2）  

 

図 5-13 累積浮きタイル部付与エネルギー Ut と面外残留変位 R の関係  

（Ｃ試験体(ピンネット工法)・浮 3×3）  
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 Ｂ試験体（アンカーピン固定工法）においては、中央の浮きタイルにア

ンカーピンにて固定していることから、浮 1×1 についてはどの目地の場合

においても面外残留変位 R は小さい値となっている。また浮 1×1・目地 H

については、落下高さ 110cm において浮タイルの剥落が生じず、目地 M、

目地 L については剥落が生じた。  

次に浮 2×1～浮 3×2 については、浮きタイルの枚数が多いほど剥離始め

てから剥落するまでの面外残留変位 R が、小さい値となる傾向がある。こ

れは、アンカーピンで浮きタイルを固定しているので浮きタイルの面外残

留変位 R が抑制されていると考えられる。  

浮 3×3 は、剥落するまでの累積浮きタイル部付与エネルギー Ut がその

他の浮きタイプより比較的に大きい値となっている。これは、浮きタイル

9 枚の中央部をアンカーピン固定されていることで均等に付与エネルギー

が分散されているからと考えられる。  

浮きタイルが剥落した浮きタイル部付与エネルギー推定値 Ut は、目地 H

が最も高く、次に目地 M で目地 L が低い傾向になっている。この結果より

目地強度が大きいと浮きタイルの剥落を防止することが出来ると考えられ

る。  

Ａ試験体（補修なし）でも見られたが、浮きタイルが剥落した時の面外

残留変位 R は、目地 L＞目地 H＞目地 M となっている。目地について、剥落

時の浮きタイル部付与エネルギー推定値 Ut は低いが、面外残留変位 R に

ついては目地の強度と比例しない場合があることが確認された。  

 またＢ試験体（アンカーピン固定工法）の多くは、アンカーピンで固定

された浮きタイルが、周囲の浮きタイルと比較して遅れて剥落する傾向に

あった。また、その浮きタイルはアンカーピンの刺さった部分からひび割

れが発生、落下高さを高くしていくにつれて割れて剥落する場合が多くみ

られた。これは動的荷重 F が大きくなるにつれて、浮きタイル自体に浮き

タイル部付与エネルギー U が直接的にかかるため削孔している浮きタイル

は、その他の浮きタイルよりタイル自体の強度が低下しているためではな

いかと考えられる。  

一例として、Ｂ試験体（アンカーピン固定工法）の浮 2×2・目地 M の４
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枚浮きの試験体におけるタイル剥落過程を写真 5-2 に示す。 (a)35cm 落下

時にアンカーピンで固定したタイルにひび割れた発生しているが、浮きタ

イルが一部剥落し始めた (b)40cm 落下時にはアンカーピンで固定していな

浮きタイルから剥落し始めている。さらに (c)45cm 落下時には、アンカー

ピン固定していない浮きタイルが剥落する中でひび割れを発生し割れた浮

きタイルの一部が剥落している。これは割れた浮きタイルの一部を支えて

いた目地が剥落したことによるものであると考えられる。さらに浮きタイ

ル部付与エネルギーを加えた(f)70cm 落下時においてすべての浮きタイル

が剥落している。このことより浮きタイルを目地が支えており、浮きタイ

ルの剥落防止には目地の存在が重要であると考えられる。   
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(a)３５ｃｍ落下時             (d)６０ｃｍ落下時   

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)４０ｃｍ落下時             (f)７０ｃｍ落下時   

 

 

 

 

 

 

 

 

(c)４５ｃｍ落下時             

 

写真 5-2 タイル剥落過程  

（Ｂ試験体（アンカーピン固定工法）・浮 2×2・目地 M）  
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またＣ試験体（ピンネット工法）は、セメント系フィラーを用いてビ

ニロン系ネットを埋め込み、その上からアンカーピンで固定したその上か

らセメント系フィラーにて仕上げるピンネット工法である。Ｃ試験体（ピ

ンネット工法）の試験体の剝離・剝落の様子について考察する。  

Ｃ試験体（ピンネット工法）について、浮きタイル枚数の少ない浮

1×1、浮 2×1 については目地強度の違いにより面外残留変位 R に差が見

られるが浮きタイル枚数が多くなれるほど、目地強度の違いによる面外残

留変位 R に差が出なくなる傾向が見られた。これはネットで面的な繋が

りが形成され付与エネルギーが均等に分散されることが要因と考えられ

る。全ての試験体において、最大落下高さである 110cm から動的衝撃試験

を行なっても浮きタイルが剥落することはなかったが、浮きタイル部分の

面外残留変位 R には変化が見られた。また、表面の仕上モルタルにひび

が入り一部が剥落した。表面の仕上モルタルは、アンカーピンの部分や各

浮きタイルの周囲からひびが入る傾向にあり、その様子は、目地強度が最

も弱い目地の試験体で特に顕著に見られた。Ｃ試験体（ピンネット工法）

の各試験体においては、浮きタイル部分が全面的に浮き上がってきている

がタイルの剥落はしていない。写真 5-3 に示すように浮きタイルが 9 枚で

ある浮 3×3 の試験体は、中央に近いほど浮きが大きく、山のような形に

なって剥落はしていないが面外残留変位 R が特に大きいことが分かる。  

 

写真 5-3 Ｃ試験体・浮 3×3・目地 L の 110cm 落下後の表面  
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(a)浮 1×1              (d)浮 2×2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)浮 2×1             (e)浮 3×2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c)浮 3×1             (f)浮 3×3 

写真 5-4 Ｃ試験体（ピンネット工法）の最大高さ 110cm 落下後の試験体  
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写真 5-4 に最大落下高さ 110cm から落下後の各浮きタイプの試験体の

状況を示す。浮きタイプのおいても剥落は発生しておらず、浮きタイル部

分の仕上モルタルが剥落している。  

以上の結果から、Ｃ試験体（ピンネット工法）であるピンネット工法

では表面のモルタルが剥離・剥落することはあってもタイルの剥落は起こ

らず、特に剥落の起こりやすい浮 3×3・目地 L の試験体においても大き

な浮きが発生するのみで剥落には至らなかった。したがってＣ試験体（ピ

ンネット工法）はタイルの剥離・剥落が発生するのを防止するのに大きな

役割を果たすと考えられる。  

次に、Ａ試験体（補修なし）・Ｂ試験体（アンカーピン固定工法）・Ｃ

試験体（ピンネット工法）の累積浮きタイル部付与エネルギー推定値 Ut

と面外残留変位 R について考察する。累積浮きタイル部付与エネルギー

推定値 Ut と面外残留変位 R との関係は、それぞれ線形比例的な傾向が見

られた。先にも述べたように、Ｃ試験体（ピンネット工法）はどの浮きタ

イプ・目地において剥落が生じていなことから、面外残留変位 R は小さ

く、累積浮きタイル部付与エネルギー推定値 Ut は大きい傾向が顕著に表

れている。  

 

 

表 5-1 タイル剥落直前の落下高さ  
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表 5-1 にタイル剥落直前の落下高さを示す。Ａ試験体（補修なし）と

Ｂ試験体（アンカーピン固定工法）の剥落直前の高さの結果を比較する

と、目地 H より目地 M・目地 L の試験体で浮きタイルが多い場合は、あま

り大きな差異が出ていないがＢ試験体（アンカーピン固定工法）の方が大

きい傾向となっている。Ｂ試験体（アンカーピン固定工法）がタイルの剝

離・剥落の防止策として有効な手段であると考えられる。  

次にＢ試験体（アンカーピン固定工法）・Ｃ試験体（ピンネット工法）

の剥落直前の面外残留変位 R の概要を 3D スキャナーで計測した結果につ

いて、図 5-14～図 5-17 に示す。 3D スキャンで得られたデータから図 3-5

で示した各算出対象点の変位を求めて色付けしている。  
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凡 例  数 字 ： 0.5mm 四 捨 五 入  

   青 色 ： 面 外 残 留 変 位 プ ラ ス  

   赤 色 ： 面 外 残 留 変 位 マ イ ナ ス  

                           ＃ ： 計 測 不 可  

図 5-14 剥落直前の面外残留変位 R の概要 (変位１㎜刻みで示す) 

（Ｂ試験体（アンカーピン固定工法）－浮 1×1～浮 3×1）  
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凡 例  数 字 ： 0.5mm 四 捨 五 入  

   青 色 ： 面 外 残 留 変 位 プ ラ ス  

   赤 色 ： 面 外 残 留 変 位 マ イ ナ ス  

                           ＃ ： 計 測 不 可  

図 5-15 剥落直前の面外残留変位 R の概要 (変位１㎜刻みで示す) 

（Ｂ試験体（アンカーピン固定工法）－浮 2×2～浮 3×3）  
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凡 例  数 字 ： 0.5mm 四 捨 五 入  

   青 色 ： 面 外 残 留 変 位 プ ラ ス  

   赤 色 ： 面 外 残 留 変 位 マ イ ナ ス  

                           ＃ ： 計 測 不 可  

図 5-16 剥落直前の面外残留変位 R の概要 (変位１㎜刻みで示す) 

（Ｃ試験体（ピンネット工法）－浮 1×1～浮 3×1）  
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凡 例  数 字 ： 0.5mm 四 捨 五 入  

   青 色 ： 面 外 残 留 変 位 プ ラ ス  

   赤 色 ： 面 外 残 留 変 位 マ イ ナ ス  

                           ＃ ： 計 測 不 可  

図 5-17 剥落直前の面外残留変位 R の概要 (変位１㎜刻みで示す) 

（Ｃ試験体（ピンネット工法）－浮 2×2～浮 3×3）  
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5.2.2 破壊開始時付与エネルギー U 0 の比較  

 Ｂ試験体（アンカーピン固定工法）、Ｃ試験体（ピンネット工法）に

ついて 3.1.4.2 のＡ試験体（補修なし）と同様に、累積浮きタイル部付与

エネルギー推定値 Ut と面外残留変形の関係の図より、面外残留変位 R が

最初に発生した際の浮きタイル部付与エネルギー推定値 Ut を破壊開始時

付与エネルギー U 0 と定義し検討する。  

 Ｂ試験体（アンカーピン固定工法）とＣ試験体（ピンネット工法）の破

壊開始時付与エネルギー U 0 について表 5-2、図 5-18、図 5-19 に、それぞ

れの試験体の比較を図 5-20 示す。  

 

 

表 5-2 破壊開始時付与エネルギー U0 
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図 5-18 B 試験体 (アンカーピン固定工法 )の破壊開始付与エネルギー U 0 

 

 

 

図 5-19 C 試験体 (ピンネット工法 )の破壊開始付与エネルギー U0 
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図 5-20 破壊開始時付与エネルギー U 0 の比較  

 

破壊開始時付与エネルギー U 0 の結果を見ると、Ａ試験体（補修なし）と

同様にＢ試験体（アンカーピン固定工法）もＣ試験体（ピンネット工法）

についても浮きタイル枚数が多くなるほど、また目地強度が多きほど破壊

開始時付与エネルギー U 0 が大きくなる傾向が見られた。  

また図 5-20 に、それぞれの破壊開始時付与エネルギー U 0 についてＡ試

験体（補修なし）、Ｂ試験体（アンカーピン固定工法）、Ｃ試験体（ピンネ

ット工法）の比較の図を示す。比較すると、Ａ試験体（補修なし）とＢ試

験体（アンカーピン固定工法）はあまり顕著な差は見られなかった。Ｃ試

験体（ピンネット工法）についてはＡ試験体(補修なし )とＢ試験体（アン

カーピン固定工法）より破壊開始時付与エネルギー U 0 が大きくなる傾向が

見られた。また目地強度の違いについては、目地強度が大きいほど破壊開

始時付与エネルギー U 0 が大きくなる傾向が見られた。  

この比較結果からも、目地強度が大きいほど破壊開始時付与エネルギー U 0

が大きく、浮き枚数が多いほど破壊開始時付与エネルギー U 0 が大きくなる

傾向が見られた。  

次にＢ試 験体（ア ンカーピ ン固定工 法）とＣ 試験体（ ピンネッ ト工法）

の破壊開始時付与エネルギー U 0 と目地圧縮強度 Fc の関係を図 5-21、図 5-

22 に示す。  
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図 5-21 破壊開始時付与エネルギー U 0 と目地圧縮強度 Fc の関係  

（Ｂ試験体（アンカーピン固定工法））  

 

 

図 5-22 破壊開始時付与エネルギー U 0 と目地圧縮強度 Fc の関係  

（Ｃ試験体（ピンネット工法））  
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この結果よりＡ試験体（補修なし）と同様に、目地圧縮強度 Fc が大きい

ほど破壊開始時付与エネルギー U 0 は大きくなる傾向となっている。また浮

きタイル 枚数が多 いほど破 壊開始時 付与エネ ルギー U 0 が大きく なる傾向

となった。これより目地圧縮強度 Fc が浮きタイルの破壊開始するとのに

大きな影響を及ぼしていることが確認された。また破壊開始時付与エネル

ギー U 0 についてもＡ試験体（補修なし）よりＢ試験体（アンカーピン固定

工法）とＣ試験体（ピンネット工法）のほう大きくな傾向が見られた。  

次に、Ｂ試験体（アンカーピン固定工法）とＣ試験体（ピンネット工

法）の破壊開始時付与エネルギー U 0 と浮きタイル周辺目地長さ L との関

係を浮きタイプが方形のもの（浮 1×1・浮 2×2・浮 3×3）と浮きタイプ

が長方形のもの（浮 2×1・浮 3×１・浮 3×2）にわけて図 5-23～図 5-26

に示す。  
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図 5-23 破壊開始時付与エネルギー U 0 と浮きタイル周辺目地長さ L 

の関係（Ｂ試験体（アンカーピン固定工法））  

(浮 1×1・浮 2×2・浮 3×3) 

 

 

図 5-24 破壊開始時付与エネルギー U 0 と浮きタイル周辺目地長さ L 

の関係（Ｂ試験体（アンカーピン固定工法））  

(浮 2×1・浮 3×1・浮 3×2) 
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図 5-25 破壊開始時付与エネルギー U 0 と浮きタイル周辺目地長さ L 

の関係（Ｃ試験体（ピンネット工法））  

(浮 1×1・浮 2×2・浮 3×3) 

 

図 5-26 破壊開始時付与エネルギー U 0 と浮きタイル周辺目地長さ L 

の関係（Ｃ試験体（ピンネット工法））  

(浮 2×1・浮 3×1・浮 3×2) 
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Ｂ試験体 （アンカ ーピン固 定工法） 並びにＣ 試験体（ ピンネッ ト工法）

における浮きタイプが方形も長方形に両方について、浮きタイル周辺目地

長さ L が大きいほど、破壊開始時付与エネルギー U０ が大きくなる傾向と

なった。Ａ試験体（補修なし）では、浮きタイプが長方形の目地 M・目地 L

の場合において浮きタイル周辺目地長さ L が大きくなると破壊開始時付与

エネルギー U０ が小さくなる傾向が見られたがＢ試験体（アンカーピン固定

工法）とＣ試験体（ピンネット工法）では大きくなった。これは補修を施

すことが有効に作用したのではないかと考えられる。  

次にＡ試験体（補修なし）と同様に累積浮きタイル部付与エネルギー

Ut と面外残留変位 R の関係からＢ試験体（アンカーピン固定工法）とＣ

試験体（ピンネット工法）について線形回帰により近似式 y=ax+b を求

め、傾き a を変形抵抗 Re として求めた。近似式による近似線を図 5-27～

図 5-38 に点線にて表示している。図 5-39、図 5-40 に変形抵抗 Re を示

す。また各試験体の比較を図 5-40 に示す。  

 

 

図 5-27 Ｂ試験体（アンカーピン固定工法）・浮 1×1 の線形回帰図  
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図 5-28 Ｂ試験体（アンカーピン固定工法）・浮 2×1 の線形回帰図  

 

 

図 5-29 Ｂ試験体（アンカーピン固定工法）・浮 3×1 の線形回帰図  
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図 5-30 Ｂ試験体（アンカーピン固定工法）・浮 2×2 の線形回帰図  

 

 

図 5-31 Ｂ試験体（アンカーピン固定工法）・浮 3×2 の線形回帰図  

 



第５章 タイル仕上面に対する補強方法の有効性の検討 

 137  
 

 

図 5-32 Ｂ試験体（アンカーピン固定工法）・浮 3×3 の線形回帰図  

 

 

図 5-33 Ｃ試験体（ピンネット工法）・浮 1×1 の線形回帰図  
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図 5-34 Ｃ試験体（ピンネット工法）・浮 2×1 の線形回帰図  

 

 

図 5-35 Ｃ試験体（ピンネット工法）・浮 3×1 の線形回帰図  
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図 5-36 Ｃ試験体（ピンネット工法）・浮 2×2 の線形回帰図  

 

 

図 5-37 Ｃ試験体（ピンネット工法）・浮 3×2 の線形回帰図  
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図 5-38 Ｃ試験体（ピンネット工法）・浮 3×3 の線形回帰図  

 

 

図 5-39 Ｂ試験体（アンカーピン固定工法）の変形抵抗 Re 
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図 5-40 Ｃ試験体（ピンネット工法）の変形抵抗 Re 

 

 

図 5-41 変形抵抗 Re の比較  

 

変形抵抗 Re について、Ａ試験体（補修なし）の浮きタイプ・目地強度に

よる大小関係は明確には傾向がなかったが、補修なしのＡ試験体（補修な

し）に比べ、Ｂ試験体（アンカーピン固定工法）のほうが、目地強度が大

きい目地 H において変形抵抗 Re は大きくなり剥落防止につながることが

確認できた。アンカーピン固定と目地強度の関係が重要であると考える。  
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またＣ試験体（ピンネット工法）は、浮きタイル部の剥落は生じていな

いが補修方法であるピンネット工法内部においては、表層の仕上げモルタ

ルが一部剥がれてネット層が見えたことから、浮きタイルが剥落した状態

になっていたと推測できる。Ｃ試験体（ピンネット工法）は面的な補修補

法であり変形抵抗 Re もＡ試験体（補修なし）、Ｂ試験体（アンカーピン固

定工法）に比べて非常に大きくなったと考えられる。  

これよりＢ試験体（アンカーピン固定工法）とＣ試験体（ピンネット工

法）は、剥落防止に有効な補修方法であることが確認された。  
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5.2.3 浮きタイル剥落時の累積浮きタイル部付与エネルギー Ut と  

動的荷重 F の比較  

 

Ｂ試験体（アンカーピン固定工法）における、破壊し始めてから最終的

に浮きタイル部分が剥落する落下高さまでの累積浮きタイル部付与エネル

ギー Ut について目地圧縮強度 Fc との関係を図 5-42 に示す。  

Ｃ試験体（ピンネット工法）については、剥落が生じなかったため比較

対象としていない。  

 

 

図 5-42 剥落時累積付与エネルギー Ut と目地圧縮強度 Fc の関係  

（Ｂ試験体（アンカーピン固定工法））  

 

図 5-42 のＢ試験体（アンカーピン固定工法）の浮きタイル部剥落時累積

付与エネルギー Ut と目地圧縮強度 Fc の関係において浮きタイルをアンカ

ーピンにて固定していことで浮きタイル枚数が多いほど剥落に必要な累積

付与エネルギー Ut が大きくなる傾向は顕著には見られなった。またアンカ

ーピンにて固定していることで目地圧縮強度 Fc が大きくなっても浮きタ

イル部剥落時累積付与エネルギー Ut が増加しない傾向が見られた。  

ただし浮 3×3 の場合においては、浮きタイル部剥落時累積付与エネルギ
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ー Ut が増加する傾向がある。これはアンカーピンが浮きタイルの中央部に

施してあることで付与エネルギーの偏心が発生していないため均等に変位

したためと考えられる。  

 

  



第５章 タイル仕上面に対する補強方法の有効性の検討 

 145  
 

次にＢ試験体（アンカーピン固定工法）の累積浮きタイル部付与エネ

ルギー Ut と浮きタイル周辺目地長さ L の関係を、浮きタイプが方形のも

の(浮 1×1・浮 2×2・浮 3×3)を図 5-52 に、浮きタイプが長方形のもの

(浮 2×1・浮 3×1・浮 3×2)を図 5-53 に示す。  

 

図 5-52 剥落時累積付与エネルギー Ut と目地長さ L の関係  

（Ｂ試験体（アンカーピン固定工法）・浮 1×1・浮 2×2・浮 3×3）  

 

図 5-53 剥落時累積付与エネルギー Ut と目地長さ L の関係  

（Ｂ試験体（アンカーピン固定工法）・浮 2×1・浮 3×1・浮 3×2）  
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Ｂ試験体（アンカーピン固定工法）の浮きタイプが方形の場合、Ａ試験

体（補修なし）と同様に浮きタイル周辺目地の長さ L が大きいほど、浮き

タイル部剥落時累積付与エネルギー Ut が大きくなる傾向となった。  

また浮きタイプが長方形の場合おいては、目地長さが大きくなるとＡ試

験体（補修なし）の場合はタイル部剥落時累積付与エネルギー Ut が小さく

なる傾向が見られたが、Ｂ試験体（アンカーピン固定工法）の場合は同じ

かもしくは大きくなる傾向が見られた。これはアンカーピン固定工法の効

果であると考える。  

これより浮きタイルの周辺目地の長さ L が破壊開始に大きな影響を及ぼ

すことまた浮きタイプによって違いがあること、アンカーピン固定工法の

効果が確認された。  
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次にＢ試験体（アンカーピン固定工法）の浮きタイルが剥落する直前直

後の動的荷重 F と目地圧縮強度 Fc との関係を図 5-54 に示す。また浮きタ

イルが剥落する直前直後の動的荷重 F と浮きタイル周辺目地長さ L との

関係を図 5-55 に示す。図の●印は剥落直前の動的荷重 F、×印は剥落直後

の動的荷重 F を示している。  

 

図 5-54 剥落直前直後の動的荷重 F と目地強度 Fc の関係  

（Ｂ試験体（アンカーピン固定工法））  

 

 

図 5-55 剥落直前直後の動的荷重 F と目地長さ L の関係  

（Ｂ試験体（アンカーピン固定工法））  
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図 5-54・図 5-55 よりＢ試験体（アンカーピン固定工法）についてもＡ

試験体（補修なし）と同様に、目地強度 Fc が大きくなるほど、タイル周

辺目地長さ L 大きくなるほど剥落直前直後の動的荷重 F は大きくなり、

剥落直前と剥落直後の動的荷重 F の差が大きくなる傾向がある。  

 次に浮きタイル剥落直後の動的荷重 F についてＡ試験体（補修なし）

とＢ試験体（アンカーピン固定工法）の比較を図 5-56 に示す。  

 

  

図 5-56 浮きタイル剥落直前直後の動的荷重 F の比較  

 

浮きタイル剥落直前直後の動的荷重 F についてＡ試験体（補修なし）と

Ｂ試験体（アンカーピン固定工法）を比較するとはほぼ同じ結果となった。  

この理由として、Ｂ試験体（アンカーピン固定工法）のアンカーピンに

関しては今回の目地の強度が低く、中央固定の効果があまり出ていないた

めと考えられる。  
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5.2.4 剥落直前の計測結果と解析結果との比較  

Ｂ試験体（アンカーピン固定工法）・Ｃ試験体（ピンネット工法）におけ

る動的衝撃試験により浮きタイルが剥落する直前又は一部剥落し始めた際

の落下高さとその１つ前の落下高さにおける計測結果と解析結果を比較し

たものを図 5-57～図 5-91 に示す。  

解析で得られる面外残留変位 R のデータは全ての数値が 0 以上であるた

め、計測結果における目地の面外残留で数値が 0 未満であるものは全て 0

表記に一部目地の剥落が発生した部分はマイナス数値の絶対値をとして修

正して比較した。残留変位の大きい位置を試験結果においては赤色で、解

析結果においては青色で示している。また、浮きタイル剥落開始直前まで

のデータで比較しており、動的衝撃試験で取得できたデータ数は試験体に

よって異なる。   
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 １０５㎝落下時  １１０ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

  

図 5-57 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ｂ試験体・浮 1×1・目地 H) 

 

 ９５㎝落下時  １００ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

  

図 5-58 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ｂ試験体・浮 1×1・目地 M) 



第５章 タイル仕上面に対する補強方法の有効性の検討 

 151  
 

 ６０㎝落下時  ６５ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

  

図 5-59 面外残留変位の計測結果と解析結果（Ｂ試験体・浮 1×1・目地 L) 

 

 ９０㎝落下時  ９５ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

  

図 5-60 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ｂ試験体・浮 2×1・目地 H) 
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 ８０㎝落下時  ８５ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

  

図 5-61 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ｂ試験体・浮 2×1・目地 M) 

 

 ４５㎝落下時  ５０ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

  

図 5-62 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ｂ試験体・浮 2×1・目地 L) 
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 ６５㎝落下時  ７０ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

  

図 5-63 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ｂ試験体・浮 3×1・目地 H) 

 

 ５５㎝落下時  ６０ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

  

図 5-64 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ｂ試験体・浮 3×1・目地 M) 
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 ３５㎝落下時  ４０ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

  

図 5-65 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ｂ試験体・浮 3×1・目地 L) 

 

 ５０㎝落下時  ５５ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

  

図 5-66 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ｂ試験体・浮 2×2・目地 H) 
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 ３５㎝落下時  ４０ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

  

図 5-67 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ｂ試験体・浮 2×2・目地 M) 

 

 ３０㎝落下時  ３５ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

  

図 5-68 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ｂ試験体・浮 2×2・目地 L) 
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 ４５㎝落下時  ５０ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

  

図 5-69 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ｂ試験体・浮 3×2・目地 H) 

 

 ３０㎝落下時  ３５ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

  

図 5-70 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ｂ試験体・浮 3×2・目地 M) 
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 ３０㎝落下時  ３５ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

  

図 5-71 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ｂ試験体・浮 3×2・目地 L) 

 

 ４０㎝落下時  ４５ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

  

図 5-72 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ｂ試験体・浮 3×3・目地 H) 
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 ３０㎝落下時  ３５ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

  

図 5-73 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ｂ試験体・浮 3×3・目地 M) 

 

 ２５㎝落下時  ３０ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

  

図 5-74 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ｂ試験体・浮 3×3・目地 L) 
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 １０５㎝落下時  １１０ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

  

図 5-75 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ｃ試験体・浮 1×1・目地 H) 

 

 １０５㎝落下時  １１０ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

  

図 5-76 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ｃ試験体・浮 1×1・目地 M) 
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 １０５㎝落下時  １１０ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

  

図 5-77 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ｃ試験体・浮 1×1・目地 L) 

 

 １０５㎝落下時  １１０ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

  

図 5-78 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ｃ試験体・浮 2×1・目地 H) 
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 １０５㎝落下時  １１０ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

  

図 5-79 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ｃ 試 験 体 ・ 浮 2×1・ 目 地 M) 

 

 １０５㎝落下時  １１０ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

  

図 5-80 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ｃ 試 験 体 ・ 浮 2×1・ 目 地 L) 
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 １０５㎝落下時  １１０ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

  

図 5-81 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ｃ 試 験 体 ・ 浮 3×1・ 目 地 H) 

 

 １０５㎝落下時  １１０ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

  

図 5-82 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ｃ 試 験 体 ・ 浮 3×1・ 目 地 M) 
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 １０５㎝落下時  １１０ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

  

図 5-83 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ｃ 試 験 体 ・ 浮 3×1・ 目 地 L) 

 

 １０５㎝落下時  １１０ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

  

図 5-87 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ｃ 試 験 体 ・ 浮 2×2・ 目 地 H) 
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 １０５㎝落下時  １１０ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

  

図 5-84 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ｃ 試 験 体 ・ 浮 2×2・ 目 地 M) 

 

 １０５㎝落下時  １１０ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

  

図 5-85 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ｃ 試 験 体 ・ 浮 2×2・ 目 地 L) 
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 １０５㎝落下時  １１０ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

  

図 5-86 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ｃ 試 験 体 ・ 浮 3×2・ 目 地 H) 

 

 １０５㎝落下時  １１０ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

  

図 5-87 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ｃ 試 験 体 ・ 浮 3×2・ 目 地 M) 
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 １０５㎝落下時  １１０ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

  

図 5-88 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ｃ 試 験 体 ・ 浮 3×2・ 目 地 L) 

 

 １０５㎝落下時  １１０ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

  

図 5-89 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ｃ 試 験 体 ・ 浮 3×3・ 目 地 H) 
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 １０５㎝落下時  １１０ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

  

図 5-90 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ｃ 試 験 体 ・ 浮 3×3・ 目 地 M) 

 

 １０５㎝落下時  １１０ cm 落下時  

計測結果  

  

解析結果  

  

図 5-91 面外残留変位の計測結果と解析結果 (Ｃ 試 験 体 ・ 浮 3×3・ 目 地 L) 
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図 5-92 解析結果  

(Ｂ試験体 (アンカーピン工法)・浮 3×1・目地 L・落下高さ 110cm) 

 

図 5-93 解析結果  

(Ｃ試験体（ピンネット工法）・3×1・目地 L・落下高さ 110cm) 
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Ｂ試験体（アンカーピン固定工法）おいて、Ａ試験体（補修なし）と同

様に浮 1×1～浮 3×3 のどの場合においても面外残留変位 R の形状は線対

象となっており、動的衝撃試験の測定結果とは相違が出た。これは浮きタ

イルはが剥離を起こすと目地モルタルに連結することにより剥落を防止し

ているため目地モルタルに依存度が高いと考えられる。そこで、実際のタ

イル施工の場合、特に目地モルタルについては施工時の均一性に欠けるこ

とや初期欠陥がある場合が考えられ、これにより結果に相違が出たと考え

る。Ｂ試験体（アンカーピン固定工法）のシミュレーションをした解析結

果のの図 5-92 に、Ｃ試験体（ピンネット工法）のシミュレーションをした

解析結果のの図 5-93 に示す。  

し か し な が ら 各 浮 き タ イ プ に お い て 解 析 結 果 と 動 的 衝 撃 試 験 の 計 測 結

果を比較すると大きな違いはなく、相似した剥落形状になっている。浮き

タイルをアンカーピンにより固定していることにより、固定された浮きタ

イルの面外残留変位 R が小さい値となり、その影響が目地にも伝達して隣

り合う浮きタイルの面外残留変位 R に影響を及ぼしていると考える。これ

は解析結果と計測結果に同様にみられる傾向である。また、目地材の違い

によるタイル剥落高さについて、どの浮きタイプおいても目地強度の強い

目地材のほうが高い値となっている。  

Ｃ試験体（ピンネット工法）において、面的つながりが強ため浮きタイ

ルの剥落は発生していないが浮きタイル部分の目地に解析結果と同様に面

外残留変位 R が大きい値を示している。解析結果において目地交差部分に

ついて面外残留変位 R が低い値となっているが、これは今後検討しなけれ

ばいけない問題点である。  

したがって、本研究で提案した推定手法は、実際に荷重を受けた浮きタ

イルや目地モルタルの浮きの形状と解析結果が近いものであったため有効

な手法であると考えられる。  
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5.3 まとめ  

浮きタイルの剥落防止を抑制する補強方法として、アンカーピン固定

工法 (Ｂ試験体）とピンネット工法 (Ｃ試験体）の有効性を、浮き補修なし

試験体 (Ａ試験体 )の試験結果との比較より検討した結果以下の知見がえら

れた。  

 

(1) Ｂ試験体（アンカーピン固定工法）・Ｃ試験体（ピンネット工法）に

おいて落下高さごとに求めた浮きタイル部分に生じる累積浮きタイル

部分付与エネルギー推定値と、目地部分の残留変形との関係を求めた

結果、それらには比例的な傾向があった。本試験により動的荷重に対

する各種補修方法の、浮き剥離抵抗性評価の試験方法として有効と考

えられる。  

(2) 破壊開始時付与エネルギーはＡ試験体（補修なし）、Ｂ試験体（アン

カーピン固定工法）、Ｃ試験体（ピンネット工法）において、各目地強

度、目地長さについて大きな差は見られない。この理由として、初期

の微小な目地変形にはアンカーピン、およびピンネットにおいても浮

きに対する変形追随性が小さいためと考えられる。  

(3) 浮きタイル部分付与エネルギー推定値と目地部分の残留変形によ

り、破壊開始時付与エネルギーを求めた結果、各目地強度、目地長さ

について、変形に対する抵抗性はＡ試験体（補修なし）とＢ試験体

（アンカーピン固定工法）はほぼ同じ結果となり、Ｃ試験体（ピンネ

ット工法）ついては抵抗性が大きくなった。この理由として、Ｂ試験

体（アンカーピン固定工法）のアンカーピンに関しては今回の目地が

強度が低く、中央固定の効果があまり出ていないためと考えられる。

またＣ試験体（ピンネット工法）のピンネットでは目地面を面的に補

強し、ずれ剛性を向上させているためと考えられる。  

(4) 浮きタイル部分付与エネルギー推定値と目地部分の残留変形に関す

る線形評価式の傾きより変形抵抗性を評価した結果、Ａ試験体（補修

なし）＜Ｂ試験体（アンカーピン固定工法）＜Ｃ試験体（ピンネット

工法）の順に大きくなり、浮き補修としてのアンカーピン工法および



第５章 タイル仕上面に対する補強方法の有効性の検討 

 171  
 

ピンネット工法の効果が示されるとともに、今回の動的試験のずれ変

形測定結果から変形抵抗性を評価することの有効性が示された。  

(5) 浮きタイル剥落前後の動的荷重推定値により各試験体の剥落危険度

を評価した結果、各目地強度、目地長さについて、Ａ試験体（補修な

し）とＢ試験体（アンカーピン固定工法）はほぼ同じ結果となった。

この理由として、Ｂ試験体（アンカーピン固定工法）のアンカーピン

に関しては今回の目地が強度が低く、中央固定の効果があまり出てい

ないためと考えられる。Ｃ試験体（ピンネット工法）については、今

回の動的な荷重の範囲では剥落は生じなく、さらに安全性の高い工法

であることが示された。  
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第６章  まとめ  

 

6.1 本研究の総括  

本研究の結論は以下のとおりである。本研究では、タイルと下地との

間に一定面積の浮きを生じている場合での付与エネルギーと動的荷重に対

するタイルの剥落性状に及ぼす目地の影響を検討することを目的とした。

疑似的に浮きを再現したタイル張付け試験体を作製し、動的衝撃試験と面

外残留変位の計測から外壁仕上タイルの剥落性状を評価する方法を提案

し、各種浮き状態のタイル、アンカーピンおよびネットなどでの面的補強

効果を把握した。  

また剥落に要するエネルギー量について推定した。実際のタイルの剥

落性状についての推定手法を提案した。以下にまとめる。  

 

(1)浮 き タ イ ル な ど 面 材 に 対 す る 、 地 震 、 風 力 な ど の 面 外 の 動 的 引 張 荷   

重の試験方法を提案した。  

(2)浮きタイルなど面材の面外の変位分布を計測する手法として 3D スキャ

ナーの有効性を示した。  

(3)人為的に浮きを生じさせた複数枚のタイルについて、面外の動的荷重よ

り付与エネルギーを求め面外残留変位との関係図によりタイルの剥離、

剥落の性状を評価する方法を提案した。  

(4)目地材の強度が大きいほど、累積浮きタイル部付与エネルギーが大きく

なる傾向があった。  

(5)今回の試験体で の複数浮 きタイル 周辺の目 地の総長 が大きい ほど累積

浮きタイル付与エネルギーが大きくなる傾向があった。  

(6)今回の試験体で複数枚タイルが連続的に浮く場合、動的荷重により、周

囲の浮きを生じていないタイルとの目地部での破壊に先行し、浮きタ

イル部分を連結する目地から剥離が始まり浮きタイル全面が剥落に至

る場合がある。  

(7)下地材から浮い た状態の 複数枚タ イルの剥 落を防止 するため には各タ

イル間の目地材の強度を確保する必要がある。  
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(8)アンカーピンに よる浮き タイル中 央部のア ンカーピ ン固定工 法におい

て目地が健全であれば、動的荷重に対する複数枚タイルの剥落強度は

大きくなる。  

(9)ピンネット工法 は全面連 続繊維を 表面付着 させるこ とで面的 なつなが

りにより、動的荷重に対する浮きタイルの面外残留変位も抑えられ剥

落強度は大きくなる。  

(10)3D 解析による浮きタイルの変形シミュレーション方法を提案した。浮

きタイル周辺部分の残留変形の分布の解析結果は実験結果と類似した

分布形状となった。  

(11)剥落開始時の累積浮きタイル部付与エネルギーは、水セメント比が小

さく浮きタイル枚数が少ない試験体が小さくなる傾向がある。  

(12)共通した特徴を持つ浮きタイプ状同士は剥落直前の形が似ており、剥

落開始直前の累積浮きタイル部付与エネルギーにも規則性が見られ

る。  

(13)実験結果との比較から、提案した推定手法は有効であったと考えられ

るが、施工不良や初期欠陥、荷重の偏りなどの要素も取り入れること

で精度の向上が期待できる。  
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6.2 各章のまとめ  

第１章では、本研究の背景と目的について述べ、本論文の構成を示した。 

 

第２章では、動的衝撃試験による浮きタイルの動的荷重とタイル面の剥

離性状との関係を評価する手法を検討した。まず、落下衝撃試験機により

浮きタイル試験体に動的な面外変形を生じさせるとともに、ハイスピード

カメラを用いた非接触加速度計測による動的荷重の評価を行った。また、

衝撃試験後の浮きタイルの剥離性状の評価方法として、剥離タイル面の面

外塑性変形を３次元レーザー反射光を用いて多数点評価する方法を検討し、

動的荷重に対するタイル面の剥離性状を定量的に評価する方法を確立した。

本章より得られた知見は以下のとおりである。  

(1)  ダイヤルゲージの実測値と 3D スキャナーの計測値の結果より、それ

ぞれの落下高さでのダイヤルゲージを用いた実測値と 3D スキャナ

ーを用いたスキャン計測値の相関関係(Ｒ )は 0.993 となった。  

(2)  計測結果から、３ D スキャン計測でダイヤルゲージと近しい精度で

の計測が可能として、残留変位に分布がある場合の多点計測には、

３D スキャナーによる計測が同等の精度を有することが確認された。

今後、本研究の動的衝撃試験における面外残留変位計測に使用する

こととした。  

(3)  動画解析ソフトウェア DIPP-Motion(共に DITECT 社 )を用いて、加速

度を求め落下高さとの関係において、近似式により本実験での加速

度 を 求 め た 。 近 似 式 は 、 y=-0.819x ² +167.11x で 、 決 定 係 数 は R²

=0.9092 であった。したがって、今回得られた最大加速度の近似式を

本研究の動的衝撃試験における動的荷重の算定に使用することとし

た。  

(4)  加速度と落下高さとの関係にを用いてい、試験体に付与するエネル

ギーを求めた。  

 

第３章では、浮きを生じたタイル試験体の動的衝撃試験による剥離性状

を把握した。種々の条件により浮きを生じさせたタイル試験体に対して動
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的衝撃試験を行い、累積浮きタイル部付与エネルギーとタイルの面の剥離

性状との関係を、目地部の塑性変形量、剥離が生じ始める降伏荷重、剥落

が生じるまでの塑性変形エネルギーなどにより評価する方法を提案した。

実験要因として、タイルの浮き面積６条件、劣化目地を想定し目地強度３

条件など設定し、それらがタイルの剥離性状に及ぼす影響を明らかにした。

本章より得られた知見は以下のとおりである。  

(1)  浮きタイルの面外残留変位の分布は各試験条件とも目地部の局所的

な部分から残留変異が発生し、その後、落下高さの増加にしたがっ

て残留変位が増加し最終的には剥落に至る傾向があった。  

(2)  浮きタイル部分付与エネルギー推定値と、浮きタイル部分の残留変

形の平均値との関係を求めた結果、それらには比例的に増加の傾向

があった。  

(3)  各浮きタイル試験体の条件との関係を求めた結果、破壊開始時付与

エネルギーは、目地の長さが大きいほど、また、目地強度が大きい

ほど大きくなる傾向があった。  

(4)  最大加速度から求めた動的荷重 F 推定値について、最終的に浮きタ

イル部分が剥落する落下高さの動的荷重推定値を示し、目地の長さ

が大きいほど、また、目地強度が大きいほど大きくなる傾向があっ

た。  

 

第４章では、浮きを生じたタイル試験体の剥離性状を数値解析によるシ

ミュレーションにより推定する方法を検討した。数値解析には FEM プロ

グラム FrontISTR1 )を用い、目地部の塑性変形とタイル面全面の変形を変

位増分手法により算出する方法を試みた。実験結果と解析結果との整合性

についてタイルの部分的な剥落率を用いて検討し、タイル剥落の推定方法

を示した。本章より得られた知見は以下のとおりである。  

(1)  構造解析プログラムソフトウェア『FrontISTR』を用いることで、

目地接点間の応力まで考慮して目地の変位を推定でき、要素間の応

力のつり合いから変形や応力分布を再現できる解析手法を提案し

た。  
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(2)  浮きタイル試験体（Ａ試験体（補修なし））において各浮きタイプに

おいて解析結果と動的衝撃試験の計測結を比較すると破壊開始時は

比較的良い相関があった。  

(3)  残留変形の計測結果は解析結果よりも小さくなった。その理由は静

的な解析に対して実験では動的荷重が大きく見かけの剛性が大きく

なり変形が小さくなったためと考えられる。  

 

第５章で は、浮き タイル仕 上に対す る有効な 補強方法 の検討を 行った。

浮きタイルを生じさせた試験体の補強方法として、タイル中央をアンカー

ピンにより固定化するアンカーピン固定工法と、タイル全面を繊維補強面

材で補強するピンネット工法に着目し、それらの工法を施工した浮きを生

じたタイル試験体について動的衝撃試験を行い、目地部の塑性変形量、剥

離が生じ始める降伏荷重、剥落が生じるまでの塑性変形エネルギーなどに

ついて未補修試験体での実験結果との比較を行なった。また数値解析によ

るシミュレーションにより剥落抵抗性の評価を行なった。それらの結果に

基づき、浮きを生じたタイル面の有効な補修工法を提案した。本章より得

られた知見は以下のとおりである。  

(1)  Ｂ試験体（アンカーピン固定工法）・Ｃ試験体（ピンネット工法）

において落下高さごとに求めた浮きタイル部分に生じる累積浮きタ

イル部分付与エネルギー推定値と、目地部分の残留変形との関係を

求めた結果、それらには比例的な傾向があった。  

(2)  Ｃ試験体（ピンネット工法）においては、動的衝撃試験により浮き

タイルの剥落が発生しなかったことよりタイルの剝離・剥落の防止

策として有効な手段であると考えられる。  

(3)  破壊開始時付与エネルギーはＡ試験体（補修なし）、Ｂ試験体（ア

ンカーピン固定工法）、Ｃ試験体（ピンネット工法）において、各

目地強度、目地長さについて大きな差は見られない。  

(4)  浮きタイル部分付与エネルギー推定値と目地部分の残留変形に関す

る線形評価式の傾きより変形抵抗性を評価した結果、Ａ試験体（補

修なし）＜Ｂ試験体（アンカーピン固定工法）＜Ｃ試験体（ピンネ
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ット工法）の順に大きくなり、浮き補修としてのアンカーピン工法

およびピンネット工法の効果が示された。  

(5)  浮きタイル剥落前後の動的荷重推定値により各試験体の剥落危険度

を評価した結果、各目地強度、目地長さについて、Ａ試験体（補修

なし）とＢ試験体（アンカーピン固定工法）はほぼ同じ結果となっ

た。Ｃ試験体（ピンネット工法）については、今回の動的な荷重の

範囲では剥落は生じなく、さらに安全性の高い工法であることが示

された。  
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6.3 今後の課題  

今後の課題としては、以下に整理する。  

(1)  今回は 45 角（ 45×45mm、厚み 6 ㎜）のタイルを使用したが、45 二丁

掛けタイルやその他の寸法の異なるタイルについても検討する必要

があると考える。  

(2)  目地モルタルが劣化している場合の対処方法について検討していく

ことが必要であると考える。  

(3)  目地モルタルやタイル貼りの施工不良や初期欠陥、荷重の偏りなど、

浮きタイル形状以外の要素を取り入れることで推定の精度の向上が

期待できる。  
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